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「座間市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に係る進捗状況及び点検・評価について 

 

「座間市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「総合戦略」という。）は、人口減少克服

と経済、地域社会の課題の解決に向けて平成２６（２０１４）年に「まち・ひと・しごと創生

法」が制定されたことに伴い、平成２７（２０１５）～３１（２０１９）年度を計画期間とし、

四つの基本目標と基本目標に関する基本施策と方向性を定めました。 

総合戦略の第４章で、各施策の推進状況、取り組むべき内容について点検、評価及び見直しを

実施し、さらに、その結果を次の取組へとつなげていくためにＰＤＣＡサイクルを構築すると定

めています。 

そこで、現時点での進捗状況を元に、ＰＤＣＡサイクルのＣＨＥＣＫに当たる点検、評価を行

います。 

 

[四つの基本目標及び基本施策] 

 

基本目標１ Ｚずっと住みたくなるまちを目指して 

～郷土愛の醸成と定住の促進～ 

（１）駅を中心とするネットワーク型のコンパクトなまちづくりの推進 

(２) ひまわりや湧水、自然、歴史、文化を活かした観光交流の促進 

(３) 市民との協働によるシティプロモーションの強化 

(４) 郷土愛を育む機会の充実 

 

基本目標２ A あしたを創る地域産業の活性化を目指して 

～雇用の創出と企業活動の支援～ 

(１) 基幹産業の支援 

(2) 事業承継・創業の支援 

(3) 生涯現役で社会貢献できる仕組みの構築及び雇用サポート 

 

基本目標３ Ｍみらいを担う世代のすこやかな育成を目指して 

～若い世代の結婚・出産・子育て～ 

(１) 地域全体で支える子育て支援の充実 

(2) 駅を核とするまちなか子育ての充実 

(3) 出会い・結婚・子育て等のトータルコーディネートの推進 

 

基本目標４ A あんぜん・安心な地域づくりを目指して 

～時代に合った地域づくり・地域間の連携～ 

(１) 救急医療体制の充実 

(2) 危機に備えるための取組強化・防災組織の充実強化 

(3) 健康の増進と健康寿命の延伸 

(4) 次世代への資産継承 
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１ 将来人口推計 

平成３０（２０１８）年１０月推計の本市将来人口は、グラフ－１で示すように平成２７

（２０１５）年度作成の「座間市人口ビジョン」における将来人口推計値を上回りました。こ

れは、次ページのグラフ－３が示すように近年、転入者数が転出者数を上回る社会増が続き、

人口が増加していることによります。 

年齢３区分別では、グラフ－２のように推計され、年少人口（１５歳未満）及び老年人口

（６５歳以上）は人口ビジョンの推計値とほぼ同様でしたが、グラフ－４で示すように生産年

齢人口（１５歳以上、６５歳未満）が人口ビジョン推計値を上回っています。 

 

グラフ－１ 人口の推移及び将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－２ 年齢３区分別人口の推移及び将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：企画政策課作成 

資料：企画政策課作成 
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グラフ－３ 年月別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－４ 生産年齢人口の推移及び将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：企画政策課作成 

資料：企画政策課作成 
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グラフ－５ ５歳区分別人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料：企画政策課作成 
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２ 自然増減・社会増減の状況 

 

グラフ－６ 人口及び出生、死亡、転入、転出の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 自然増減について 

自然増減については、次ページのグラフ－７が示すように平成２６（２０１４）年から死

亡数が出生数を上回るようになり、その差が年々拡大傾向にあります。次ページのグラフ－

８の年月別の自然増減の推移においてもその傾向が顕著に表れています。 

出生においては、７ページのグラフ－９が示すように女性人口（１５～４９歳）の減少に

伴って出生数が減少しており、死亡においては、７ページのグラフ－１０が示すように高齢

化の進展により年々高齢者の死亡数が多くなっていることから、今後においてもこの傾向が

継続するものと考えられます。 

  

出典：RESAS（総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」） 
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グラフ－７ 出生数及び死亡数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－８ 自然増減（出生数－死亡数）の年月別推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：RESAS（総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」） 

出典：市ホームページ 
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グラフ－９：女性人口（１５～４９歳）と出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－１：年齢段階別死亡数及び死亡率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－１０：年齢段階別死亡数及び死亡率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：神奈川県衛生統計年報 

出典：神奈川県衛生統計年報 

出典：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査 

  ：神奈川県衛生統計年報 

Ｈ17

（2005）

H18

(2006）

H19

(2007）

H20

(2008）

H21

(2009）

H22

(2010）

H23

(2011）

H24

(2012）

H25

(2013）

H26

(2014）

H27

(2015）

H28

(2016）

H29

(2017）

0～14歳 5 9 5 3 4 2 4 8 9 3 2 7 3

15～64歳 192 164 160 162 169 155 194 167 160 145 176 159 126

65～74歳 148 171 176 186 189 196 215 197 217 208 219 203 209

75歳以上 372 396 444 457 472 455 556 617 638 724 644 654 753

死亡総数 717 740 785 808 834 808 969 989 1,024 1,080 1,041 1,023 1,091

人口（10月1日現在） 128,174 127,691 127,697 128,071 128,810 129,436 129,543 129,887 129,778 129,026 128,737 128,884 129,352

死亡率（人口千対） 5.59 5.80 6.15 6.31 6.47 6.24 7.48 7.61 7.89 8.37 8.09 7.94 8.43
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⑵ 社会増減について 

転入者数及び転出者数を合わせた人口移動数は、グラフ－１１が示すように一貫して右肩

下がりで減少し、平成１２（２０００）年では１万６，６８６人でしたが、平成２９（２０

１７）年では１万１，８２２人と約３０％減少しています。社会増減数（転入者数と転出者

数の差）については、ここ数年、転入者数が転出者数を上回っている現況で、グラフ－１２

の年月別社会増減数においても顕著に表れています。 

 

グラフ－１１ 転入者数及び転出者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－１２ 社会増減数（転入者数－転出者数）の年月別推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：RESAS（総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」） 

出典：市ホームページ 
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ア 地域間の人口移動の状況 

平成３０（２０１８）年における他市等からの転入、他市等への転出を見ると、全体で

は転入が７，０６８人、転出が６，３１１人で７５７人転入が転出を上回り（次ページの

表－２参照）、転入超過数は前年と比べ１０４人多くなりました。 

県内では、図－１及び次ページの表－２のように近隣市（相模原市、厚木市、大和市、

海老名市、綾瀬市）からの転入者が２，４３５人、転出者は２，１２５人で、３１０人の

転入超過、近隣市外からの転入者は１，５５７人、転出者が１，３１６人で、２４１人の

転入超過となり、県内全体では５５１人の転入超過となりました。前年の平成２９（２０

１７）年は、近隣市が１６１人、近隣市外が１７５人の転入超過で県内全体では３３６人

の転入超過だったので、２１５人転入超過数が多くなりました。 

内訳を見ると、近隣市では、相模原市に係る転入、転出が最も多く、次いで大和市、海

老名市、厚木市の順となり、近隣市外では、横浜市に係る転入、転出が最も多くなってい

ます（次ページの図－２・３参照）。 

県外では、東京圏（東京都、千葉県、埼玉県）からの転入者が１，２７８人、転出者は

１，４８６人で、２０８人の転出超過となり、東京圏外からの転入者数は１，７９８人、

転出者数が１，３８４人で、４１４人の転入超過、県外全体では２０６人の転入超過とな

りました（図－１、次ページの表－２参照）。前年の平成２９（２０１７）年は、東京圏

が８２人の転出超過、東京圏外においては３９９人の転入超過で、県外全体では３１７人

の転入超過でしたので、転入超過数が１１１人少なくなりました。 

東京圏では、１１ページの表－３のように東京都からの転入が８９６人、転出が９６１

人で多くを占め、６５人の転出超過となっています。市区別の内訳は１１ページのグラフ

－１３のとおり、町田市、世田谷区、八王子市、大田区における転入、転出が多くなって

います。 

東京圏外では、１１ページの表－４のように静岡県における転入、転出が一番多く、北

海道、愛知県、茨城県、大阪府、福岡県などが続いています。 

本市は近隣市に係る転入、転出が多く、東京圏外及び県内においては転入超過で、東京

圏においては転出超過となっています。 

なお、年齢段階別には、１２ページの表－５～７のように全体的に２１～３０歳の転出

入が最も多く、次いで３１～４０歳が多くなっています。東京圏内では、２１～５０歳の

転出超過が多く、東京圏外では、１１～４０歳の転入超過が多くなっています。 

 

図－１：転入、転出の状況（平成３０（２０１８）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：企画政策課作成 
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表－２：転入、転出の状況（平成３０（２０１８）年） 

区 域 転入（人） 転出（人） 差（人） 

東 京 圏 １,278 １,486 △208（転出超過） 

東 京 圏 外 １,798 １,384 ＋4１4（転入超過） 

県 内 （ 近 隣 市 ） 2,435 2,１25 ＋3１0（転入超過） 

県 内 （近 隣 市 外 ） １,557 １,3１6 ＋24１（転入超過） 

合  計 7,068 6,3１１ ＋757（転入超過） 

 

 

図－２：近隣市からの転入状況（平成３０（２０１８）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３：近隣市への転出状況（平成３０（２０１８）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：企画政策課作成 

資料：企画政策課作成 

資料：企画政策課作成 
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表－３：東京圏における転入、転出内訳（平成３０（２０１８）年） 

都県名 転入(人） 転出（人） 差(人） 

東 京 都 896 96１ △65（転出超過） 

埼 玉 県 208 323  △１１5（転出超過） 

千 葉 県 １74 202  △28（転出超過） 

合    計 １,278 １,486 △208（転出超過） 

 

 

グラフ－1３：東京都における転入、転出市区別内訳（１０人以上を対象） 

（平成３０（２０１８）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－４：東京圏外における転入、転出内訳（多い順１０位まで）（平成３０（２０１８）年） 

転入前都道府県名 転入（人） 転出先都道府県名 転出（人） 

静 岡 県   １78 静 岡 県 93 

北 海 道 90 愛 知 県 82 

愛 知 県 89 大 阪 府 7１ 

福 岡 県 74 北 海 道 67 

山 梨 県 67 茨 城 県 56 

茨 城 県 66 福 岡 県 46 

福 島 県 50 栃 木 県 4１ 

沖 縄 県 37 群 馬 県 38 

宮 城 県 36 兵 庫 県 38 

新 潟 県   35 長 野 県 32 

 資料：企画政策課作成 

資料：企画政策課作成 

資料：企画政策課作成 
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イ 年齢区分別の人口移動の状況 

 

表－５：県内市町村における年齢段階別転入、転出内訳（平成３０（２０１８）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－６：東京圏内における年齢段階別転入、転出内訳（平成３０（２０１８）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－７：東京圏外における年齢段階別転入、転出内訳（平成３０（２０１８）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：企画政策課作成 

資料：企画政策課作成 

資料：企画政策課作成 

転入者数（人） 転出者数（人） 差引（人）
Ａ Ｂ Ａ-Ｂ

　０～１０ 366 9.2 314 9.1 52
１１～２０ 274 6.9 232 6.7 42
２１～３０ 1,327 33.2 1,146 33.3 181
３１～４０ 840 21.0 735 21.4 105
４１～５０ 517 13.0 389 11.3 128
５１～６０ 275 6.9 294 8.5 △ 19
６１～７０ 186 4.7 147 4.3 39

　　 ７１～ 207 5.2 184 5.3 23
計 3,992 － 3,441 － 551

年齢区分（歳） 構成比（％） 構成比（％）

転入者数（人） 転出者数（人） 差引（人）
Ａ Ｂ Ａ-Ｂ

　０～１０ 84 6.2 118 7.9 △ 34
１１～２０ 92 7.2 84 5.7 8
２１～３０ 531 41.5 644 43.7 △ 113
３１～４０ 280 21.9 338 22.7 △ 58
４１～５０ 118 9.2 170 11.9 △ 52
５１～６０ 75 5.9 59 4.0 16
６１～７０ 45 3.5 40 2.7 5

     ７１～ 53 4.1 33 2.2 20
計 1,278 － 1,486 － △ 208

年齢区分（歳） 構成比（％） 構成比（％）

転入者数（人） 転出者数（人） 差引（人）
Ａ Ｂ Ａ-Ｂ

　０～１０ 185 10.3 193 13.9 △ 8
１１～２０ 232 12.9 80 5.8 152
２１～３０ 663 36.9 417 30.1 246
３１～４０ 346 19.2 310 22.4 36
４１～５０ 194 10.8 192 13.9 2
５１～６０ 85 4.7 93 6.7 △ 8
６１～７０ 49 2.7 56 4.0 △ 7

     ７１～ 44 2.4 43 3.1 1
計 1,798 － 1,384 － 414

年齢区分（歳） 構成比（％） 構成比（％）



 

13 

 

３ 点検・評価の方法 

総合戦略では四つの基本目標それぞれに、その施策の効果を検証するための１８の重要業績評

価指標（ＫＰＩ）が設定されています。このＫＰＩの進捗状況を評価することで、基本目標の評

価を行い、総合的に総合戦略を評価します。 

 

４ 点検・評価の結果及び今後の方策 

平成３０（２０１８）年度の評価を行った結果、以下のように四つの基本目標のうち、順調、

概ね順調が一つずつ、やや遅れているが二つという状況でした。総合的に見て、総合戦略の進捗

状況は、概ね順調であると評価できます。この評価に基づく今後の方策を示し、総合戦略の着実

な推進を図っていきます。 

 

平成 30（２０１８）年度点検・評価結果 概ね順調です。 

 

 
  

ずっと住みたくなるまちを目指して
前年度評価：やや遅れています。
　　　　　　　↓
今年度評価：やや遅れています。

ＫＰＩ １－①
公共交通機関が発達し、市内、市外への移動が便利になってきて
いると思う市民の割合

　公共交通機関利用者の利便性向上のため、引き続き、関係機関等
及び鉄道事業者への要望活動を実施します。
　なお、コミュニティバスの運行について、市民検討会などの意見等
を基に見直し運行計画を作成し、平成２９（２０１７）年２月から新しい
ルートでの運行を開始しました。今後とも利用の促進に努めます。

ＫＰＩ １－②
市民の地域に対する愛着が深まり、連帯意識が強まってきていると
思う市民の割合

　座間市自治会総連合会等と連携し、更なる地域コミュニティの活性
化に向けた方策を検討します。

ＫＰＩ １－③
自然、歴史、文化を身近に感じるまちづくりが進められていると思う
市民の割合

　鈴鹿・長宿区域の地区施設の維持管理に関する協定書に基づき、
環境の維持に努めていきます。
　その他の地域については、地区計画などを活用した適切な土地利
用誘導により、良好な環境の形成、維持を図っていきます。

ＫＰＩ １－④
ボランティア活動などを通じた青少年の社会参加が増えてきている
と思う市民の割合

　学校・地域・青少年育成団体・行政が連携して青少年達と地域住
民等との交流の場を提供し、ボランティアに参加できる環境を整えま
す。

ＫＰＩ １－⑤ 市ホームページの閲覧件数

　平成２８（２０１６）年度に、市ホームページのスマートフォン版の運
用を開始し、市マスコットキャラクター「ざまりん」の専用ページを作成
しましたが、今後も、「見やすく、探しやすい」市ホームページの作成
に努め、目標とする閲覧件数の達成を目指します。

基本目標１

今後の方策

今後の方策

今後の方策

今後の方策

今後の方策

前年度評価：順調です。
　　　　　　　↓
今年度評価：順調です。

前年度評価：順調です。
　　　　　　　↓
今年度評価：遅れています。

前年度評価：遅れています。
　　　　　　　↓
今年度評価：やや遅れています。

前年度評価：遅れています。
　　　　　　　↓
今年度評価：やや遅れています。

前年度評価：やや遅れています。
　　　　　　　↓
今年度評価：概ね順調です。
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あしたを創る地域産業の活性化を目指して
前年度評価：やや遅れています。
　　　　　　　↓
今年度評価：やや遅れています。

ＫＰＩ ２－① 製造品出荷額等

　市内事業所の転出防止及び市外事業所を誘致するため、平成２７
（２０１５）年度末で適用期間が終了する企業投資促進条例を延長し
ました。
　また、中小企業等の支援として、平成２６（２０１４）年度に補助金額
の大幅見直しを行った信用保証料補助及び事業資金利子補助並
びに平成２７（２０１５）年度に新設した創業支援補助、展示会出展補
助及び設備導入支援補助の維持、継続に努めます。

ＫＰＩ ２－② 年間商品販売額

　従前からの商店会や設備投資への助成、利子補給、信用保証料
補助、事業資金利子補助、創業支援補助に加えて、高齢化社会に
おける大きな経営課題の一つである「円滑な事業承継」について、
商工会、金融機関、行政の連携による支援や店舗のリニューアル助
成等のほか、多種多様な消費者の利便性や快適性などの地域の
ニーズに根ざした商店街づくりを促進し、市内企業の活性化を目指
します。

ＫＰＩ ２－③ ロボット導入支援セミナーの参加者数（延べ人数）

　本市の製造業のうち、２１９社を対象として平成２８（２０１６）年１０～
１２月の期間に実施した、産業用ロボットの導入に関するアンケートの
実施結果から、本市においては産業用ロボットの導入を必要とする
企業が少ないことが確認されました。今後は、市内企業の活性化に
より効率性の高い施策の展開に努めます。

ＫＰＩ ２－④ 事業承継セミナーの参加事業所数（述べ事業所数）

　本市においては、事業承継という課題解決に向けた取組の緊急性
が高く、多くの事業主が必要としていることが想定されるので、今後、
より効果的な手法を精査した上で、事業承継セミナーなどを開催し、
円滑な事業承継がなされるよう支援します。

ＫＰＩ ２－⑤ 生きがいを感じている高齢者の割合

　今後も、高齢者の生きがいづくり、社会参加に向けて、様々な活動
や学習、スポーツなどの機会の提供や活動拠点の整備、主体的な
活動への支援など、環境づくりを支援します。

基本目標２

前年度評価：やや遅れています。
　　　　　　　↓
今年度評価：やや遅れています。

前年度評価：順調です。
　　　　　　　↓
今年度評価：順調です。

前年度評価：評価対象外
　　　　　　　↓
今年度評価：評価対象外

前年度評価：やや遅れています。
　　　　　　　↓
今年度評価：遅れています。

前年度評価：遅れています。
　　　　　　　↓
今年度評価：遅れています。

今後の方策

今後の方策

今後の方策

今後の方策

今後の方策
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みらいを担う世代のすこやかな育成を目指して
前年度評価：概ね順調です。
　　　　　　　↓
今年度評価：順調です。

ＫＰＩ ３－① 合計特殊出生率

　総合計画の中間見直しで、子育てに関する施策を見直し、結婚、
出産の希望の実現や、男女の働き方改革など、仕事や生活の各段
階における総合的な少子化対策に対応する方針を定めました。この
見直しに伴い「子ども未来部」を創設するなど推進体制を整備しまし
たので、今後、総合計画及び総合戦略の着実な推進により、目標値
の達成を目指します。

ＫＰＩ ３－② 子育てしやすいまちになっていると思う市民の割合

　総合的な少子化対策を推進することを喫緊の課題として捉え、「総
合計画」の中間見直しを行うとともに新たに「子ども未来部」を創設し
ました。今後、結婚、妊娠、出産、子育て、教育、仕事といった各段
階に応じたこれまで以上の対策を推進し、目標値の達成を目指しま
す。

ＫＰＩ ３－③
駅周辺地区（小田急相模原駅、相武台前駅、座間駅、さがみ野駅）
の人口

　今後も、それぞれの駅周辺地域において、駅周辺の機能を強化
し、良好な地域環境の整備を図り、地域拠点の形成を図ります。

ＫＰＩ ３－④ 市主催の婚活イベントへの参加者数（延べ人数）

　今後も継続して婚活講座を開催し、結婚の実現を後押ししていき
ます。
　また、「子ども未来部」においても結婚支援講座などの開催により、
若者の結婚希望の実現を支援していきます。

前年度評価：遅れています。
　　　　　　　↓
今年度評価：順調です。

前年度評価：順調です。
　　　　　　　↓
今年度評価：順調です。

前年度評価：順調です。
　　　　　　　↓
今年度評価：順調です。

前年度評価：概ね順調です。
　　　　　　　↓
今年度評価：順調です。

基本目標３

今後の方策

今後の方策

今後の方策

今後の方策
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あんぜん・安心な地域づくりを目指して
前年度評価：やや遅れています。
　　　　　　　↓
今年度評価：概ね順調です。

ＫＰＩ ４－①
医療サービスを必要な時に受けられるようになってきていると思う市
民の割合

　市民が、これまで以上に適切な救急医療を受けられるよう、平成
２８（２０１６）年４月に開設した誘致病院である「座間総合病院」を含
めた形での救急医療体制の見直しを図り、より一層の充実に努めま
す。

ＫＰＩ ４－② 安全、快適な道路になってきていると思う市民の割合

　市内の南北軸として都市計画道路広野大塚線の早期整備を目指
し、関係機関との協議を進め、また、市道３８号線の道路整備が早期
に完成するよう努めます。
　また、市内の東西軸であり、圏央道へのアクセス道路でもある南林
間線についても早期整備を推進するとともに、未整備区間について
は、関係機関と連携し早期事業化を図るなど、良好な道路環境の改
善に努めます。
　さらに、台帳整備等市道の基礎情報をより一層充実させます。

ＫＰＩ ４－③ 介護を必要としない高齢者の割合

　より多くの市民が興味を持ち、参加しやすいよう様々なアプローチ
で介護予防事業を実施していますが、従前の直接的な講演や教室
に加え、介護予防へと繋がる健康づくりからの啓発なども実施し、高
齢者が、健康で自立した生活を営むことができる環境づくりに努めま
す。

ＫＰＩ ４－④ 65歳健康寿命の延伸

　本市は、市民一人一人が健康で幸福に暮らせるよう「ざま健康文
化都市」を宣言し、「健康文化都市大学」の開設や「WE　LOVE
ZAMA！健康体操」の推進、「健康サマーフェスタインざま」の開催な
ど、本市の特色ある独自事業のほか、生活習慣病予防に対する指導
や教育、検査、がん検診など様々な施策を展開しています。
　また、神奈川県が宣言した「未病を治すかながわ宣言」の取組の一
つである「未病センター構想」に沿い、健康センターに体組計、骨密
度計、血圧計、血管年齢測定器等の健康機器を設置し、「健康状態
見える化コーナー」を開設しています。
　今後も、このような市民一人一人の健康が増進するような取組を通
して、６５歳健康寿命の延伸を目指していきます。

前年度評価：順調です。
　　　　　　　↓
今年度評価：順調です。

前年度評価：遅れています。
　　　　　　　↓
今年度評価：概ね順調です。

前年度評価：やや遅れています。
　　　　　　　↓
今年度評価：やや遅れています。

前年度評価：遅れています。
　　　　　　　↓
今年度評価：やや遅れています。

基本目標４

今後の方策

今後の方策

今後の方策

今後の方策
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基本目標１ Ｚずっと住みたくなるまちを目指して 

～郷土愛の醸成と定住の促進～ 

 

（目指す姿） 

湧水、自然、歴史、駅の多いまち（交通結節点が多いまち）といった本市の特性を活かし

ながら、郷土愛を育み、ずっと住みたくなるまちを目指します。 

 

基本目標の評価 やや遅れています。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ）の評価 

 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 今年度評価 前年度評価 

１－① 
公共交通機関が発達し、市内、市外への移動

が便利になってきていると思う市民の割合 
順調です。 順調です。 

１－② 
市民の地域に対する愛着が深まり、連帯意識

が強まってきていると思う市民の割合 
遅れています。 順調です。 

１－③ 
自然、歴史、文化を身近に感じるまちづくり

が進められていると思う市民の割合 
やや遅れています。 遅れています。 

１－④ 
ボランティア活動などを通じた青少年の社

会参加が増えてきていると思う市民の割合 
やや遅れています。 遅れています。 

１－⑤ 市ホームページの閲覧件数 概ね順調です。 やや遅れています 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ）の評価 

 

 

１－① 公共交通機関が発達し、市内、市外への移動が便利になってきていると

思う市民の割合 

 

 

目標値 基準数値 現状値 所管課 

５０．０％ ４１．４％ ５４．３％ 
都市計画課 

Ｈ３１（２０１９）年 Ｈ２６（２０１４）年 Ｈ３０（２０１８）年 

 

設定根拠 目標値 

市内外への移動が便利であることは、利便性が

高く住みよいまちとして定住意識の高まりにつな

がる要素です。「総合計画」で掲げる「まちづくり

指標」から抜粋し、ＫＰＩとして設定しました。 

市民アンケート調査では「そう思う」、「どちらかと言え

ばそう思う」と回答した市民の割合は４１．４％でし

た。この割合を平成３１（２０１９）年までに５０．０％ま

で高めることを目標としました。 

 

KPI の評価 順調です。 

 

 

ＫＰＩ
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便利になってきていると「思う」と回答した市民の割合は、平成２８（２０１６）年の４８．８％から平成３０

（２０１８）年には５４．３％に５．５ポイント上昇し、「思わない」と回答した市民の割合は、平成２８（２０１６）

年の２５．０％から平成３０（２０１８）年には２０．４％に４．６ポイント下降しました。 

また、「思う」と回答した割合と「思わない」と回答した割合の差は、平成２８（２０１６）年は２４．７ポイン

トでしたが、平成３０（２０１８）年は３２．４ポイントと大きく開いてきています。 

地域別には、北部の「思う」と思う市民の割合が６７．２％と高くなっていますが、どの地域も平成２６(２

０１４）年と比較して、１０ポイント以上上昇しています。 

このように、公共交通の利便性が向上してきていると思う市民の割合が、市全域で上昇していること

から、その要因の一つとしてコミュニティバスの運行が市民に浸透してきたこと、また、利便性の向上に

向けた取組が評価されたものと考えられます。市では、平成２４（２０１２）年３月に本格運行を開始して

から広報紙や市ホームページで利用促進のための周知に努めてきました。平成２６（２０１４）年度に

は、「座間市コミュニティバス等交通体系のあり方検討会」を１６の地域の代表者、老人クラブ連合会や

障害者団体連合会など四つの団体の代表者、公募の市民を中心に組織し、高齢化社会の進行を踏

まえた利便性の向上について検討を重ねてきました。このあり方検討会から平成２８（２０１６）年５月に

「座間市コミュニティバスのあり方に関する提言書」の提出を受け、平成２９（２０１７）年２月には、新しい

体制での運行を開始することとなり、こうした一連の取組が評価につながったものと考えられます。 

南東部：栗原、栗原中央、小松原、さがみ野、西栗原、東原、ひばりが丘、南栗原 

北 部：相模が丘、相武台、広野台、緑ケ丘 

西 部：入谷、座間、新田宿、立野台、明王、四ツ谷 

まちづくりのための市民アンケート調査結果 

本書において、まちづくりのための市民アンケートの回答のうち 

「思う」又は「どちらかと言えばそう思う」との回答は、合わせて「思う」として集計し、 

「思わない」又は「どちらかと言えばそう思わない」との回答は、合わせて「思わない」とし

て集計しています。 

現 状 
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１－② 市民の地域に対する愛着が深まり、連帯意識が強まってきていると思う

市民の割合 

 

 

目標値 基準数値 現状値 所管課 

２６．６％ ２３．０％ １８．７％ 
市民協働課 

Ｈ３１（２０１９）年 Ｈ２６（２０１４）年 Ｈ３０（２０１８）年 

 

設定根拠 目標値 

地域に対する愛着＝郷土愛、連帯意識の強まり

であり、そのことは定住意識の増進につながると

考え、「総合計画」で掲げる「まちづくり指標」から

抜粋し、ＫＰＩとして設定しました。 

市民アンケート調査では「そう思う」、「どちらかと言

えばそう思う」と回答した市民の割合は２３．０％でし

た。この割合を平成３１（２０１９）年までに２６．６％ま

で高めることを目標としました。 

 

KPI の評価 遅れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域に対する愛着が深まり、連帯意識が強まっていると「思う」と回答した市民の割合は、平成２８（２

０１６）年の２５．３％から平成３０（２０１８）年には１８．７％に６．６ポイント下降し、「思わない」と回答した

市民の割合は、平成２８（２０１６）年の２４．５％から平成３０（２０１８）年には２５．２％に０．７ポイント上昇

しました。 

平成２４（２０１２）年と平成３０（２０１８）年の６年間を比較すると、「思う」と回答した割合は３．４ポイント

上昇し、「思わない」と回答した割合は５．９％下降しています。また、「思う」と回答した割合と「思わな

い」と回答した割合の差は、平成２４（２０１２）年はマイナス１５．８ポイント、平成３０（２０１８）年はマイナス

６．５ポイントで９．３ポイント差が縮小し、中期的に見れば上昇傾向ですが目標値の２６．６％には７．９

ポイント届かない状況です。 

ＫＰＩ

まちづくりのための市民アンケート調査結果 

現 状 
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市では、平成２７（２０１５）年度に第四次座間市総合計画の中間見直しを実施し、本市の知名度や

魅力を高め、イメージアップを図る目的で、新たな施策「シティプロモーション」を追加し、当該施策の推

進体制も整えました。 

市のマスコットキャラクターである「ざまりん」は、平成２３（２０１１）年１１月に誕生し、平成２７（２０１５）

年度の「ゆるキャラグランプリ」では、全国で１，７２７キャラ中２６位、県で１位になり、現在、様々な行事

などでシティセールスの役割を果たしています。 

また、「ひまわりまつり」については、平成３０（２０１８）年度には２０万人を超える市内外からの来場者

があり、大きな進展を見せています。 

そのほか、地域住民による地域コミュニティの醸成を目的として設置した市内８か所のコミュニティセ

ンターは、自治会を中心とした地域の団体が作る運営委員会が運営しています。また、自治会活動支

援のための各種補助を行うことにより、市民の地域に対する愛着や、連帯意識の醸成に努めていま

す。 
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１－③ 自然、歴史、文化を身近に感じるまちづくりが進められていると思う 

市民の割合 

 

 

目標値 基準数値 現状値 所管課 

５０．０％ ３０．８％ ３５．１％ 
都市計画課 

Ｈ３１（２０１９）年 Ｈ２６（２０１４）年 Ｈ３０（２０１８）年 

 

設定根拠 目標値 

郷土愛の醸成と定住の促進のためには本市の

自然、歴史、文化といった特色を知ってもらう（身

近に感じてもらう）必要があると考え、「総合計

画」で掲げる「まちづくり指標」から抜粋し、ＫＰＩと

して設定しました。 

市民アンケート調査では「そう思う」、「どちらかと言え

ばそう思う」と回答した市民の割合は３０．８％でし

た。この割合を平成３１（２０１９）年までに５０．０％ま

で高めることを目標としました。 

 

KPI の評価 やや遅れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然、歴史、文化を身近に感じるまちづくりが進められていると「思う」と回答した市民の割合は、平

成２８(２０１６)年の３０．６％から平成３０(２０１８)年には３５．１％に４．５ポイント上昇し、「思わない」と回

答した市民の割合は、平成２８(２０１６)年の２０．８％から平成３０(２０１８)年には１９．３％に１．５ポイント

下降しています。 

平成２４（２０１２）年と平成３０（２０１８）年の６年間を比較すると、「思う」と回答した市民の割合は、３

５．６％から３５．１％に０．５ポイント下降しましたが、「思わない」と回答した市民の割合は、２３．１％から

１９．３％に３．８ポイント「思う」と回答した市民の割合以上に下降しています。「思う」と「思わない」と回

答した割合の差は、１２．５％から１５．８ポイントで、３．３ポイント差が広がりました。 

ＫＰＩ

まちづくりのための市民アンケート調査結果 

現 状 
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また、「どちらでもない」と回答した市民の割合は、平成２８(２０１６)年の４３．８％から平成３０(２０１８)

年の４０．２％へと３．６ポイント下降し、平成２４(２０１２)年と平成２８(２０１６)年を比較すると４．１ポイント

上昇しています。 

この結果から、「思う」と回答した市民は減少しているものの、「思わない」と回答した市民も減少し、

「どちらでもない」と回答した市民の割合が上昇するなど、市民の意識に大きな変化は見られません。 

市では、総合計画、都市マスタープランに基づき、地域にふさわしいまちづくりを進めるために、住

民、企業と協働でのまちづくりを「地区まちづくり推進事業」として推進しています。また、自然や歴史的

景観に優れた鈴鹿・長宿地区の街並みの維持保全に努めるとともに、鈴鹿・長宿区域街づくり協定運

営委員会とともに、花いっぱい運動・景観ウォッチング写生展示会の開催などを実施しています。 

今後においても、鈴鹿・長宿区域の地区施設の維持管理に関する協定書に基づき、環境の維持に

努めていくとともに、その他の地域については、地区計画などを活用した適切な土地利用誘導により、

良好な環境の形成、維持を図ることで、目標の達成を目指します。 
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１－④ ボランティア活動などを通じた青少年の社会参加が増えてきていると 

思う市民の割合 

 

 

目標値 基準数値 現状値 所管課 

２６．０％ １１．３％ １４．７％ 
青少年課 

Ｈ３１（２０１９）年 Ｈ２６（２０１４）年 Ｈ３０（２０１８）年 

 

設定根拠 目標値 

青少年の社会参加が増えることによって地元へ

の愛着が湧き、郷土愛の醸成につながると考

え、「総合計画」で掲げる「まちづくり指標」から抜

粋し、ＫＰＩとして設定しました。 

市民アンケート調査では「そう思う」、「どちらかと言え

ばそう思う」と回答した市民の割合は１１．３％でし

た。この割合を平成３１（２０１９）年までに２６．０％ま

で高めることを目標としました。 

 

KPI の評価 やや遅れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボランティア活動などを通じた青少年の社会参加が増えてきていると「思う」回答した市民の割合は、

平成２８(２０１６)年の１3.１％から平成３０(２０１８)年には１４．７％に１．６ポイント上昇し、「思わない」と回

答した市民の割合は、平成２８(２０１６)年の２１．７％から平成３０(２０１８)年には１９．８％に１．９％下降

しています。 

また、「思う」と「思わない」と回答した割合の差は、マイナス８．６ポイントからマイナス５．１ポイントに

差が縮まり、「どちらでもない」と回答した市民の割合は、５０．９％から５５．３％に４．４ポイント上昇して

います。 

この結果から、短期的には上向きな結果ではあるものの、平成２４(２０１２)年と比較すると市民の意

識にほぼ変化が認められません。 

ＫＰＩ

まちづくりのための市民アンケート調査結果 

現 状 
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この施策の特徴としては、過去のアンケート調査から一貫して「思わない」と回答した市民の割合が

「思う」と回答した市民より多いことが挙げられます。また、どちらでもないと回答した市民の割合５５．

３％と無回答１０．２％を合わせると６５．５％になり、関心度においては５３施策中３６番目、充実してほ

しい施策としては３７番目と低く、過去１年間に青少年育成活動に関わったことのない市民が８６．２％

であり、多くの市民にとって身近な施策ではないことから関心も薄いと考えられます。 

市では、「全国こどもプラン」に基づき、家庭と学校と地域の人々が連携して「遊び場・仲間・学びの

機会」を確保し、年齢の異なる青少年が地域で交流できる場の提供や青少年のための相談活動、青

少年の健全育成を図るための社会環境の健全化などに取り組んでいます。 

具体的には、地域住民等の協力を得て青少年の社会性や主体性、創造性を培い、地域の人々と

の交流を通じて、自分たちも地域の一員であるという認識が育まれるよう「青少年センターフェスティバ

ル」や、青少年自らが計画を立て、自主的に活動できるような力を養うことを目的とした「地域リーダー

養成事業」などを実施しています。 

今後、学校、地域、青少年育成団体、行政が更に連携し、青少年達と地域住民等との交流の場や

機会を提供することで、ボランティアに参加できる環境を整えるよう努め、目標の達成を目指します。 
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１－⑤ 市ホームページの閲覧件数 

 

 

目標値 基準数値 現状値 所管課 

８００，０００件 ６９２，１５０件 ４９９，４９５件 
市政戦略課 

Ｈ３１（２０１９）年度 Ｈ２６（２０１４）年度 Ｈ２９（２０１７）年度 

 

設定根拠 目標値 

市の持つ魅力を効果的に市内外へとＰＲし、シテ

ィプロモーションを推進することによって、本市に

関心を持つ人や実際に本市を訪れる人が増加し

ます。その結果、市ホームページの閲覧件数が増

加するものと考え、ＫＰＩとして設定しました。 

「総合計画」で掲げる目標を上回るペースで市ホー

ムページの閲覧件数が増加していること、平成２８(２

０１６)年度には市ホームページ上に新たに「（仮称）

ざまりんの部屋」のページができること、そして平成２

８(２０１６)年度以降、これまで以上にシティプロモー

ションに力を入れて推進していくこと等を勘案し意欲

的な目標として８０万件としました。 

 

KPI の評価 概ね順調です。 

 

 

 

 

表－８：市ホームページの閲覧件数の推移 

 

 

 

 

グラフ－１４：市ホームページの閲覧件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＫＰＩ

現 状 

資料：企画政策課作成 
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グラフ－１５：市ホームページのコンテンツ別閲覧件数（総数）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「市ホームページの閲覧件数」は、市ホームページのトップページにアクセスした件数を指標として設

定しています。 

前ページのグラフ－１４において、平成２２（２０１０）年度から平成２４（２０１２）年度にかけて市ホーム

ページの閲覧件数が減少していますが、これは、平成２３（２０１１）年に発災した東日本大震災の影響

により平成２２(２０１０)年度から平成２３(２０１１)年度にかけて閲覧件数が多かったことによるものです。

平成２５（２０１３）から平成２６（２０１４）年度にかけて増加している要因としては、平成２５（２０１３）年度に

市ホームページを「より見やすく、より探しやすい」をコンセプトにしてリニューアルを行った効果によるも

のと考えられます。 

平成２７（２０１５）年度からは閲覧件数が減少傾向にありますが、グラフ－１５から、コンテンツ別アクセ

ス合計件数は年々増加しています。この要因として、まず、平成２６（２０１４）年度に市公式ツイッターの

運用を開始したことにより、市ホームページの全体の閲覧件数は増加しているものと考えられます。 

また、平成２８（２０１６）年度に市ホームページのスマートフォン版の運用を開始したことに加え、市ホ

ームページ内に市マスコットキャラクター「ざまりん」の専用ページを作成し、ざまりんツイッターの運用を

開始したことにより、トップページを介さず直接各ページを閲覧する人が増えていることが閲覧件数は

減少傾向にあるものの、コンテンツ別アクセス合計件数は増加している要因であると考えられます。 

なお、ＫＰＩの評価についてですが、指標とした市ホームページのトップページにアクセスした件数は

減少しているものの、前述のとおり市ホームページの閲覧件数は増加していることから、「概ね順調」と

評価しました。 

今後も、「見やすく、探しやすい」市ホームページを作成することにより閲覧件数が増加するよう努

め、目標の達成を目指します。 

  

資料：企画政策課作成 
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基本目標２ A あしたを創る地域産業の活性化を目指して 

～雇用の創出と企業活動の支援～ 

 

（目指す姿） 

ものづくりの技術や商工業の特性を活かし、経営基盤強化や人材育成への支援、生活支援

の充実を図り、本市を支える経済基盤の拡大を図ります。 

 

基本目標の評価 やや遅れています。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ）の評価 

 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 今年度評価 前年度評価 

２－① 製造品出荷額等 やや遅れています。 やや遅れています。 

２－② 年間商品販売額 順調です。 順調です。 

２－③ ロボット導入支援セミナーの参加者数（延べ人数） 評価対象外 評価対象外 

２－④ 事業承継セミナーの参加事業所数（述べ事業所数） 遅れています。 やや遅れています。 

２－⑤ 生きがいを感じている高齢者の割合 遅れています。 遅れています。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ）の評価 
 

 

２－① 製造品出荷額等 

 

 

目標値 基準数値 現状値 所管課 

２７１，６１５百万円 ２４９，８７８百万円 ２２６，４８７百万円 
商工観光課 

Ｈ３１（２０１９）年 Ｈ２６（２０１４）年 Ｈ２８（２０１６）年 

 

設定根拠 目標値 

このＫＰＩは製造品出荷額（出荷額及びその他収

入＝冷蔵保管料、広告料など）に加工賃収入及

び修理料収入額を加えたもので、本市の工業力

の目安になるものです。産業の活性化は地域経

済の更なる活性化につながるものと考え、ＫＰＩと

して設定しました。 

平成２０(２００８)～２６（２０１４）年の実績値を基に、

対数近似によって算出した数値（２７１，６１５百万

円）を目標としました。 

 

KPI の評価 やや遅れています。 

  

ＫＰＩ
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表－９：製造業の推移 

 

 

 

 

 

グラフ－１６：製造品出荷額等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－１７：主な製造業の製造品出荷額等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現 状 

出典：地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ） 

出典：地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ） 

出典：地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ） 
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グラフ－１８：製造品出荷額等の推移（近隣市比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－１９：輸送用機械器具製造業の製造品出荷額等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：2013（平成 25）年までは RESAS、2014（平成 26）年以降は工業統計 

 

出典：2013（平成 25）年までは RESAS、2014（平成 26）年以降は工業統計 
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グラフ－２０：電気機械器具製造業の製造品出荷額等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２８ページの表－９及びグラフ－１６は、平成２１（２００９）年から平成２８（２０１６）年までの本市の製造

品出荷額等の推移を示しています。近年の製造品出荷額等は、平成２７（２０１５）年と平成２８（２０１６）

年とを比較すると約９４億円減少しました。２８ページのグラフ－１７で示す主な製造業では、生産用機

械器具製造業が１１９億円、輸送用機械器具製造業が２６億円減少し、電気機械器具製造業が５２億

円増加しています。 

前ページのグラフ－１８は、昭和６１（１９８６）年から平成２８（２０１６）年までの本市及び海老名市、綾

瀬市の製造業全体の製造品出荷額等の長期的な推移を示しています。本市の製造品出荷額等は、

バブル景気崩壊期間（平成３（１９９１）～５（１９９３）年）後、平成７（１９９５）年に市内大手輸送用機械器

具製造業者の生産ラインが閉鎖したことにより、大きく下降しました（前ページのグラフ－１９参照）。近

年では、グラフ－２０で示すように電気機械器具製造業が増加しています。 

市では、平成２７(２０１５)年度末で適用期間が終了する予定だった企業投資促進条例を延長すると

ともに、中小企業の支援として、平成２６(２０１４)年度に信用保証料補助及び事業資金利子補助の大

幅な見直しを行い、平成２７(２０１５)年度には創業支援補助、展示会出展補助及び設備導入支援補

助を新設し、市内事業所の活性化に努めています。 

今後も商工会、金融機関等と連携し、総合戦略で定める事業承継などを含め、引き続き市内企業

の支援を行い、目標の達成を目指します。 

  

出典：2013（平成 25）年までは RESAS、2014（平成 26）年以降は工業統計 
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２－② 年間商品販売額 

 

 

目標値 基準数値 現状値 所管課 

２０８，７２５百万円 １９８，８１７百万円 ２６７，９２３百万円 
商工観光課 

Ｈ３１（２０１９）年 Ｈ２４（２０１２）年 Ｈ２６（２０１４）年 

 

設定根拠 目標値 

市内の商業の更なる活性化のためには、市内で

の消費額を高める必要があると考え、ＫＰＩとして

設定しました。 

平成２０（２００８）～２３（２０１１）年の実績値を基に、

経済動向や増税等の影響を勘案して算出した数値

（２０８，７２５百万円）を目標としました。 

 

KPI の評価 順調です。 

 

 

 

表－１０：商品販売額の推移 ※年は商業統計及び経済センサスの調査年（百万円） 

 

 

 

 

 

グラフ－２１：卸売業、小売業別年間商品販売額・従業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＫＰＩ

現 状 

出典：商業統計 

出典：商業統計及び経済センサスの調査年 
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グラフ－２２：年間商品販売額の推移（近隣市比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－２３：卸売業の年間商品販売額の推移（近隣市比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－２４：小売業の年間商品販売額の推移（近隣市比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：商業統計 

出典：商業統計 

出典：商業統計 
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グラフ－２５：主な卸売業の年間商品販売額及び従業者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－２６：医薬品・化粧品等年間商品販売額の推移（近隣市比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３１ページの表－１０で示すとおり、本市の年間商品販売額は平成２６(２０１４)年に２６７，９２３百万円

となり、目標値である２０８，７２５百万円を超えました。 

３１ページのグラフ－２１で年間商品販売額を構成する卸売業と小売業別に年間商品販売額と従業

者数の推移を見ると、年間商品販売額は、平成１９（２００７）年は小売業が卸売業を上回っていました

が、平成２４(２０１２)年以降は卸売業が小売業を大きく上回っています。また、従業者数では、平成１６

出典：商業統計 

出典：商業統計 
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(２００４)年は小売業が卸売業の約４．８倍でしたが、平成２６(２０１４)年は約２．９倍とその差が縮まって

います。 

３２ページのグラフ－２２で平成１６（２００４）年からの年間商品販売額の推移を近隣市と比較してみ

ると、本市のみに大きな伸びが見られます。さらに、３２ページのグラフ－２３及びグラフ－２４で卸売業

と小売業でそれぞれの推移を比較してみると、卸売業が大きく伸びていることが分かります。 

前ページのグラフ－２５で主な卸売業である「飲食料品」、「建築材料、鉱物・金属材料等」、「医薬

品・化粧品等」別に年間商品販売額と従業者数の推移を比較してみると、「医薬品・化粧品等」におい

て大きな伸びが見られます。さらに、前ページのグラフ－２６で「医薬品・化粧品等」の年間商品販売額

の推移を近隣市と比較してみると、本市に突出した伸びが見られます。 

このように「医薬品・化粧品等」の年間商品販売額と従業者数が大きく伸びた要因は、化粧品・日用

品・一般用医薬品卸業界の大手卸売企業が本市に物流センターを開設し、平成２３（２０１１）年３月か

ら稼働したことによります。 

総括的に、卸売業において一社の大型物流センターの開設によって年間商品販売額と従業者数

が大きく伸びましたが、従業者数の多くを占める小売業においては、グラフ－２１及びグラフ－２４で分

かるように低迷している状況です。 

市では、市内企業の活性化のために、従前からの商店会への支援事業のほか、平成２６(２０１４)年

度に信用保証料補助及び事業資金利子補助の大幅な見直しを行いました。また、平成２７(２０１５)年

度には創業支援補助を、平成２９（２０１７）年度には店舗リニューアル補助事業を新設し、さらに、空き

店舗活用補助事業の制度を一部改正しました。 

今後は、これからの高齢化社会における大きな経営課題の一つである「円滑な事業承継」につい

て、商工会、金融機関、行政が連携しての支援や店舗のリニューアル助成等のほか、多種多様な消

費者や地域のニーズに根ざした商店街づくりの促進を図り、市内企業の活性化を目指します。 
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２－③ ロボット導入支援セミナーの参加者数（延べ人数） 

 

 

目標値 基準数値 現状値 所管課 

８０人 － ２６人 
商工観光課 

Ｈ３１（２０１９）年度 － Ｈ２８（２０１６）年１２月 

 

設定根拠 目標値 

少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少は、生

産効率の低下及びその結果もたらされる付加価

値額の減少の一因になります。そういった問題

への対応策として、今後、産業用ロボット導入支

援セミナーの開催等によって地域産業の活性化

を推進していくため、ＫＰＩとして設定しました。 

平成２８(２０１６)年度から平成３１(２０１９)年度までの

４年間で４回の産業用ロボット導入支援セミナーを

開催する予定です。年度毎の参加目標人数を２０

人とし、４年間の合計数として延べ８０人を目標とし

ました。 

 

KPI の評価 

評価対象外 

産業用ロボットの導入に関するアンケートの実施結果から、本市において

は産業用ロボットの導入を必要とする企業が少ないことが確認されまし

た。今後は市内企業の活性化に、より一層効率性の高い施策の展開に努め

ます。 

 

 

 

グラフ－２７：ロボット導入の有無（ｎ＝２１９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＫＰＩ

現 状 

出典：産業用ロボット導入事業調査及び製造業実態調査報告書 
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グラフ－２８：今後、ロボット導入効果が期待される作業分野の有無（ｎ＝２１９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－２９：ロボット導入の目的（ｎ＝１７、複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：産業用ロボット導入事業調査及び製造業実態調査報告書 

出典：産業用ロボット導入事業調査及び製造業実態調査報告書 
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グラフ－３０：ロボット導入検討時の課題（ｎ＝２９、複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３５ページからのグラフ－２７～３０は、市内の製造業のうち２１９社を対象として平成２８（２０１６）年１０

～１２月の期間に実施した、産業用ロボットの導入に関するアンケートの実施結果の抜粋です。 

グラフ－２７から、ロボットを既に「導入している」企業は１４社（６．４％）、「以前導入していたが、現在

は導入していない」企業は３社（１．４％）で、合わせて１７社（７．８％）がロボットを導入したことがありま

す。「ロボットを導入しておらず、導入を検討したこともない」企業は１９０社（８６．８％）と大部分を占めて

おり、ロボットを導入したことのない企業（「導入を検討したことはあるが、導入していない」及び「導入し

ておらず、導入を検討したこともない」）は、全体の９割強（９２．３％）にもなります。また、今後、ロボット

導入効果が期待される作業分野の有無（グラフ－２８参照）については、「ある」が２０社（９．１％）、「な

い」が１９７社（９０．０％）となり、ロボット導入効果が期待される作業分野がないため、ロボットの導入を

していない企業が多いことが読み取れます。 

グラフ－２９は、ロボット導入の有無で「導入している」、「以前導入していたが、現在は導入していな

い」のいずれかに回答した企業１７社への設問で、ロボットを導入した目的は「工程全体の効率化」が１

２社で最も多くなっています。次いで「省人化」、「品質の安定化」、「従業員の負荷軽減」が挙げられて

います。 

グラフ－３０は、ロボット導入の有無で「導入している」、「以前導入していたが、現在は導入していな

い」、「導入を検討したことはあるが、導入していない」のいずれかに回答した企業２９社への設問で、ロ

ボット導入を検討する上での課題としては「ロボット導入のための初期投資」を挙げている企業が１１社

で最も多く、次いで「ロボット導入に見合う受注量の有無（７社）」、や「ロボット導入に伴う維持・管理費

（７社）」などが多く挙げられています。 

この調査結果から、ロボットの導入を検討したことのない企業が多く（８６．８％）、またロボットの導入

による効果が期待される作業分野のない企業が多い（９０．０％）ため、ロボット導入支援セミナーを開

催しても関心が薄く、業務改善等による産業の活性化にはつながりにくいものと考えられます。 

よって、今後は別の施策によって本市の産業の活性化を図っていくこととします。 

  

出典：産業用ロボット導入事業調査及び製造業実態調査報告書 



 

38 

 

 

２－④ 事業承継セミナーの参加事業所数（述べ事業所数） 

 

 

目標値 基準数値 現状値 所管課 

１６０事業所 － ２５事業所 
商工観光課 

Ｈ３１（２０１９）年度 － Ｈ２９（２０１７）年度 

 

設定根拠 目標値 

事業主が築き上げてきた企業の価値を円滑に

後継者へと引き継ぐことによって、企業の更なる

発展が期待されます。その一方で、事業承継問

題はどの企業にも訪れる重要な経営課題の一

つとされていることから、そのノウハウを学ぶため

のセミナーを開催することによって、課題の克服

と市内産業の活性化を図るため、ＫＰＩとして設

定しました。 

平成２８(２０１６)年度から平成３１(２０１９)年度までの

４年間で４回の事業承継セミナーを開催する予定で

す。年度毎の参加目標を４０事業所とし、４年間の合

計数として１６０事業所を目標としました。 

 

KPI の評価 遅れています。 

 

 

 

 

表－１１：企業経営者の平均年齢の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－３１：企業経営者の平均年齢の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＫＰＩ

出典：地域経済分析システム（RESAS） 

現 状 
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グラフ－３２：小売・卸売業の事業所数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－３３：現在抱えている問題点、課題は（商業系事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

627

113

177

456

147

60

80

230

197

148

65

150

129

87

214
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流通構造変化への対応

顧客ニーズの把握が困難

低価格商品との競合

大規模事業者の進出

ネット通販への対応

立地変化への対応

居住者の高齢化

店舗等施設の老朽化

運転資金の調達

設備資金の調達

人材確保が困難

事業承継・後継者問題

その他

無記入

回答事業所数（複数回答）

出典：座間市商工業実態調査 

出典：地域経済分析システム（RESAS） 
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グラフ－３４：現在抱えている問題点、課題は（工業系事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－３５：事業承継への取組は（商業系事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（「座間市商工業実態調査」抜粋） 

事業承継を直面する課題として認識している７３３事業所の内訳は、「候補者がいない」 

５１．０％、「候補者はいるが決めていない」１９．７％、「後継者決定済み」２９．３％となる。半

分強が「いない」という現状は厳しいものがある。 

決まっている事業所では、やはり身内の後継者が圧倒的に多く８３．８％、事業所内人材

が１４．１％、社外から２．１％となっている。候補はいるがまだ決めていない事業所でも、身

内が６９．１％と最も多く、社内人材２５．０％、社外５．９％といった割合になっている。 

業種別で、「後継者が決まっている」比率が高いのは不動産業。事業承継に直面してい

る事業所の４２．９％になる。「候補者がいない」比率が高いのは、飲食・宿泊業で、事業承

継に直面している事業所の６０．６％にもなる。 
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出典：座間市商工業実態調査 

出典：座間市商工業実態調査 
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グラフ－３６：事業承継への取組は（工業系事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（「座間市商工業実態調査」抜粋） 

事業承継を直面する課題として認識している事業所は２９１。その内訳は、「候補者がい

ない」３０．６％、「候補者はいるが決めていない」２７．８％、「後継者決定済み」４１．６％とな

っている。商業系に比べると、大差がある。決定済みが１０％以上多く、候補者なしが２０％

以上少ない。決定済みの後継者は、９１．７％が身内である。 

後継者決定済みが多い業種は、製造業。事業承継に直面している事業所の半数近い 

４９．５％が決定済みである。 

 

 

グラフ－３７：産業、事業主の年齢階級別事業所分布の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：座間市商工業実態調査 
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３８ページの表－１１及びグラフ－３１は、全国、県、本市及び近隣市の企業経営者の平均年齢の推

移を示しています。本市の企業経営者の平均年齢は、平成２１(２００９)年は５８．８歳でしたが、平成２４

(２０１２)年には５９．５歳と上昇し、その後は下降傾向となり、平成２８(２０１６)年には５８．７歳となりまし

た。全国平均と同水準で、県平均や近隣市の中で比べると低くなっています。 

３９ページのグラフ－３２は、本市の事業所の多くを占める小売・卸売業の事業所数の推移を示して

います。卸売業においては、微減はしているものの横ばい傾向と言えます。一方、小売業は、平成６(１

９９４)年は８０９事業所でしたが、平成２６(２０１４)年には３９８事業所と大幅に減少し、20 年前に比べて

半減している状況です。 

３９ページからのグラフ－３３～３６は、平成２３(２０１１)年 1 月の座間市商工業実態調査の結果の抜

粋で、グラフ－３３・３４は、商業系事業所と工業系事業所とに分けた「現在抱えている問題点、課題」

についての調査結果です。 

商業系事業所において事業承継を課題として挙げているのは、２，８８０件の総回答数（複数回答

可）のうち１２９件、４．５％であり、抱えている問題点、課題の全体からは少ない結果となっています。 

また、工業系事業所において事業承継を課題として挙げているのは、１，２２３件の総回答数（複数

回答可）のうち５４件、４．４％であり、商業系事業所の調査結果と同じく抱えている問題点、課題の全

体からは少ない結果となっています。 

グラフ－３５・３６は、商業系事業所と工業系事業所の「事業承継への取組」についての調査結果で

す。事業承継を直面する課題として認識している事業所は、商業系では１，３６１事業所＊１中７３３事業

所で全体の５３．９％、工業系事業所では５７６事業所＊2中２９１事業所で全体の５０．５％を占めていま

出典：総務省、個人企業経済調査（構造編） 
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す。事業承継を直面する課題として認識している事業所のうち、商業系事業所では５１．０％、工業系

事業所では３０．６％の事業所において、後継者がいないという問題に直面しています。特に比率が高

い「飲食・宿泊業」においては、６０．６％に上ります。 

これらのことから、本市では多くの高齢層の事業主が廃業し、結果として平均年齢が下がったのでは

ないかと推測できます。そして、断言はできないものの、この中には事業承継が進まずに廃業に至った

ケースが少なからず含まれているものと考えられます。 

４１ページのグラフ－３７は、個人企業経済調査（構造編）の結果で、我が国における事業主の年齢

階級別事業所分布の推移を示しています。事業主が７０歳以上の事業所の割合は、「製造業」、「卸売

業、小売業」、「宿泊業、飲食サービス業」及び「サービス業」の全ての産業において上昇傾向にあり、

事業主の高齢化は着実に進展していることが分かります。 

平成２３(２０１３)年に中小企業庁が実施した廃業者９，０００者を対象としたアンケートによれば、廃業

をやむを得ないと考えている経営者の約７割が事業承継を検討することなく「廃業やむなし」という考え

に至っています。今後は、事業主の更なる高齢化に伴い、全国的に事業承継・後継者問題の解決に

向けた取組は緊急性を増すとともに、そのニーズは高まっていくものと考えられます。 

市では平成３０(２０１８)年２月に市商工会、金融機関と連携して「事業承継セミナー」を実施しまし

た。セミナーには専門家を講師として招き、昨今の事業承継の現状や傾向、資産、株式等の贈与や相

続時の課題、事例を踏まえた対策方法や支援機関の紹介といった幅広い内容の講義を行いました。 

今年度はセミナーの実施の予定はありませんが、本市においても事業承継を検討することなく「廃業

やむなし」という考えに至っている、そもそも知識やノウハウがなく、何から手を付けて良いのか分からな

いなどといったケースがあると考えられます。そうした中、市では潜在的なものも含め経営者の抱えるニ

ーズの把握に努め、より効果的なセミナーの開催を検討していきます。 

 

＊１「座間市商工業実態調査」で回答した商業系事業所数。「事業承継への取組は（商業系事業所）」の総回答数とは一致しない。 

＊2「座間市商工業実態調査」で回答した工業系事業所数。「事業承継への取組は（工業系事業所）」の総回答数とは一致しない。 
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２－⑤ 生きがいを感じている高齢者の割合 

 

 

目標値 基準数値 現状値 所管課 

８５．５％ ８１．５％ ７６．８％ 
福祉長寿課 

Ｈ３１（２０１９）年 Ｈ２６（２０１４）年 Ｈ２９（２０１７）年 

 

設定根拠 目標値 

少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少によっ

て、これからは様々な世代が協力して将来経済

を支えていく必要があります。老年人口も貴重な

労働力となることから、生涯現役で働くことができ

る(社会貢献できる)仕組みを構築することによっ

て「生きがい」のある人生が送り続けられると考え

「総合計画」で掲げる「まちづくり指標」から抜粋し

ＫＰＩとして設定しました。 

市民アンケートの調査結果では、生きがいを感じて

いる高齢者の割合は８１．５％でした。この割合を平

成３１(２０１９)年度までに８５．５％まで高めることを目

標としました。 

 

KPI の評価 遅れています。 

 

 

 

 

グラフ－３８：日本の年齢３区分別人口及び人口割合の推移と予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＫＰＩ

現 状 

出典：平成２９年版厚生労働白書 
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グラフ－３９：年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－４０：老後に不安なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成３０年度「座間市の人口及び世帯数の将来推計」 

出典：平成２８年版厚生労働白書 
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グラフ－４１：何歳まで働きたいか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－４２：生きがいの程度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－１２：属性別にみた生きがいの程度（平成２６（２０１４）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成２８年版厚生労働白書 

出典：内閣府「高齢者の日常生活に関する意識調査」（平成２６(２０１４)年） 
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我が国は、世界に例のないスピードで高齢化が進み、平成２８(２０１６)年には老年人口（６５歳以上

の人口）が３，４５９万人となり、高齢化率は２７．３％に達しました。約４人に１人が高齢者という前例のな

い超高齢社会を迎え、今後も更に進行していく見込みです（４４ページのグラフ－３８参照）。 

本市は、県内では比較的高齢化率が低い市ですが、平成３０(２０１８)年現在での老年人口は３万

１，５０８人となり、人口の約２４．３％を占めています（４５ページのグラフ－３９参照）。 

平成２（１９９０)年の国勢調査時の老年人口は７，４４１人、人口の約６．４％だったのに比べ、２８年間

で２万４，０６７人増加し、高齢化率は１８ポイント高くなりました。このままのペースで高齢化が進むと、

平成４２(２０３０)年には老年人口が３万４，８５３人、高齢化率が２７．８％になると推計されています。 

このような高齢社会においては、高齢者が健康を保ち、年齢や性別に捕らわれることなくほかの世代

とともに社会の重要な一員として地域に貢献し、自身の人生を楽しみ、趣味やスポーツなどといった

様々な活動を通して生きがいを感じることができる社会を構築することが必要です。 

本市では、高齢者がいつまでも元気に生きがいのある人生を送り続けられるよう、シニア世代が持つ

知識や経験を生かす取組を進めていますが、市民アンケートの調査結果では「生きがいを感じている」

と回答した一般高齢者の割合は、平成２９(２０１７)年３月に７６．８％で平成２６(２０１４)年３月の８１．５％

に比べ４．７ポイント減少しました。 

４５ページのグラフ－４０は、平成２８年版厚生労働白書からの抜粋で、インターネットモニター会社

に登録しているモニターから４０歳以上のモニターを対象として老後に不安が感じられる要素について

調査した結果です。「健康上の問題（７３．６％）」が最も多く、次いで「経済上の問題（６０．９％）」、「生

きがいの問題（２３．１％）」、「住まい・生活上の問題（１７．６％）」、「家族や地域とのつながりの問題（１

０．８％）」となり、生きがいの問題は老後の不安要素として看過できない問題となっています。 

４６ページのグラフ－４１は、全国の６０歳以上の男女を対象として何歳頃まで仕事をしたいか調査し

た結果です。高齢者の就労意欲は高く、６５歳を超えても働きたいと考えている人は全体の約６５．９％

を占めています。今後、少子高齢化の更なる進展に伴い、生産年齢人口（１５～６４歳の人口）が減少

することが懸念されています。このことから、高齢者を一様に弱者として位置付けるのではなく、社会・

地域資源として捉え、働く意欲のある高齢者が長年培ってきた知識や経験を生かし、年齢に関わりなく

活躍し続けることができる「生涯現役社会」を実現することがますます重要になっています。また、高齢

者が働くことは、高齢者自身が支えられる側から支える側に回り、健康や生きがいにもつながるものと考

えられます。 

４６ページのグラフ－４２及び表－１２は、内閣府が５年に一度実施している高齢者の日常生活に関

する意識調査の結果です。平成２６(２０１４)年の調査結果によると、全国の６０歳以上の一般高齢者が

出典：内閣府「高齢者の日常生活に関する意識調査」（平成２６(２０１４)年） 
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生きがいを感じている割合（「十分感じている」と「多少感じている」の合計）は６５．５％で、「多少感じて

いる」が最も多く、次いで「あまり感じていない」、「十分感じている」となっています。 

調査の結果を更に詳しく見ると、健康状態が良く、経済状況に「ゆとりがあり心配なく暮らしている」と

回答した層ほど生きがいを感じている高齢者の割合が高くなっています。「人との交流」に着目すると、

「近所づきあいをしている」、「親しい友人・仲間をたくさんもっていると感じている」、「活動への参加が

ある」と回答した層ほど生きがいを感じている高齢者の割合が高くなっています。また、年齢階級別に

見ると、年齢が高くなるほど生きがいを感じている高齢者の割合が低くなっています。さらに、同居形態

別に見ると、ほかの世帯に比べて単身世帯の方が生きがいを感じている高齢者の割合が低くなってい

ます。一方、性別や居住している都市の規模では、大きな違いは見られません。 

以上から、健康状態や身近な人との関係等が高齢者の生きがいに深く関わっていることが読み取れ

ます。良好な健康状態を維持し、親密な近所付き合いや親しい友人・仲間との関係を築くこと、活動へ

の参加等が生きがいを高めることにつながると考えられます。 

今後は、「高齢者保健福祉計画」に定める「社会貢献活動促進事業」や「シルバー人材センター運

営助成事業」等の施策を推進することにより、高齢者が地域社会の中で自らの知識や経験を生かして

積極的な役割を果たす生きがいづくりや社会参加に向けて、様々な活動の機会の提供及び活動拠点

の整備、高齢者の就労促進が図られるような環境づくりをこれまで以上に支援し、目標の達成を目指し

ます。 

  



 

50 

 

基本目標３ Ｍみらいを担う世代のすこやかな育成を目指して 

～若い世代の結婚・出産・子育て～ 

 

（目指す姿） 

子どもを安心して楽しみながら産み育てることができる環境づくりを進め、郷土愛を育み

ながら家族や地域との「絆」を深めていきます。 

 

基本目標の評価 順調です。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ）の評価 

 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 今年度評価 前年度評価 

３－① 合計特殊出生率 順調です。 遅れています。 

３－② 
子育てしやすいまちになっていると思う市民

の割合 
順調です。 順調です。 

３－③ 
駅周辺地区（小田急相模原駅、相武台前駅、座

間駅、さがみ野駅）の人口 
順調です。 順調です。 

３－④ 
市主催の婚活イベントへの参加者数（延べ人

数） 
順調です。 概ね順調です。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ）の評価 

 

 

３－① 合計特殊出生率 

 

 

目標値 基準数値 現状値 所管課 

１．３３ １．２２ １．３０ 
子ども政策課 

Ｈ３１（２０１９）年 Ｈ２６（２０１４）年 Ｈ２９（２０１７）年 

 

設定根拠 目標値 

今後の人口減少対策として、いかにして合計特

殊出生率（＊）を上昇させるかが喫緊の課題とな

っています。合計特殊出生率の変動は少子高

齢化や人口減少に大きく影響を及ぼすことから、

ＫＰＩとして設定しました。 

「座間市人口ビジョン」で掲げる長期的目標である

平成５２（２０４０）年に合計特殊出生率１．７８を達

成するために、平成３１（２０１９）年における合計特

殊出生率を１．３３に改善することを目標としまし

た。 

＊合計特殊出生率とは、一人の女性が１５～４９歳の間に産む子供の人数 

 

KPI の評価 順調です。 

  

ＫＰＩ
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表－１３：合計特殊出生率及び出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－４３：出生数と合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－４４：合計特殊出生率の推移（近隣市等比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：神奈川県衛生統計年報 

出典：神奈川県衛生統計年報 

出典：神奈川県衛生統計年報 

現 状 
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合計特殊出生率は、長期的には前ページのグラフ－４３で示すように、上昇と下降を繰り返している

現況ですが、平成２９（２０１７）年は１．３０で、平成２８（２０１６）年の１．２２に比べ０．０８ポイント上昇しま

した。出生数についてはグラフ－４５で示すように、１５～４９歳の女性人口の減少に伴って減少傾向が

続いています。 

合計特殊出生率については、特に本市のように狭い市域においては「子育てがしやすくなった」等

の子育て環境の変化や子育て世代の意識の変化によるものよりも、開発等で若い世代が多く転入した

場合等の社会増により上昇することが考えられます。このことは、前ページのグラフ－４４で示すとおり、

県のように広域的な範囲では合計特殊出生率の経年による変動が少ないことからも分かります。 

 

グラフ－４５：女性人口（１５～４９歳）と出生数の推移（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口が将来にわたって増えも減りもしないで、親の世代と同数で置き換わるための水準（人口置換

水準）は２．０７とされていますが、本市の合計特殊出生率との開きは大きく、平成２９（２０１７）年の時点

で０．７７の開きがあります。 

人口が増加するためには、基本的に出生数が死亡数を上回らなければなりません。本市において

は、平成２６（２０１４）年を境に死亡数が出生数を上回る自然減が始まりました（２ 自然増減・社会増減

の状況 ⑴ 自然増減について ６ページのグラフ－７参照）。今後、この人口減少は加速度的に進む

と推測され、生産年齢人口の減少による市税の減少により、公共施設やインフラ施設の維持、高齢化

社会の進行による福祉関連経費の増加などへの対応が困難になることが想定されます。 

本市においても、合計特殊出生率を上昇させることによって人口減少に歯止めをかける施策を講じ

ていかなければなりませんが、県が人口置換水準を超えていたのは昭和４９（１９７４）年の２．１４であり、

その後４０数年間一度もその水準を超えることなく下降を続けてきていることからも、長期的で広域的な

課題であると捉える必要があります。 

市では、総合計画の中間見直し（平成２７（２０１５）年度実施）で、子育てに関する施策を見直し、結

婚、出産の希望の実現や、男女の働き方改革など、仕事や生活の各段階における総合的な少子化対

策に対応する方針を定め、「子ども未来部」を創設するなど推進体制を整備しました。今後、総合計画

及び総合戦略を着実に推進し、また長期的な視野に立った施策展開で目標の達成を目指します。 

出典：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査 

   ：神奈川県衛生統計年報 
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３－② 子育てしやすいまちになっていると思う市民の割合 

 

 

目標値 基準数値 現状値 所管課 

３７．０％ ２２．０％ ３１．７％ 
子ども政策課 

Ｈ３１（２０１９）年 Ｈ２６（２０１４）年 Ｈ３０（２０１８）年 

 

設定根拠 目標値 

若い世代の結婚、出産、子育てを促進するため

には、まず何よりも「子育てしやすいまちづくり」が

必要であると考え、「総合計画」で掲げる「まちづ

くり指標」から抜粋し、ＫＰＩとして設定しました。 

市民アンケートの調査結果では「そう思う」、「どちら

かと言えばそう思う」と回答した市民の割合は２２．

０％でした。この割合を平成３１（２０１９）年までに３

７．０％まで高めることを目標としました。 

 

KPI の評価 順調です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育てしやすいまちになっていると「思う」と回答した市民の割合は、平成２８（２０１６）年の２９％から

平成３０（２０１８）年には３１．７％に２．７ポイント上昇し、「思わない」と回答した市民の割合は、平成２８

（２０１６）年の１７％から平成３０（２０１８）年には１５．７％に１．３ポイント下降しています。「思う」と回答し

た割合と「思わない」と回答した割合の差は、平成２８（２０１６）年は１２ポイント、平成３０（２０１８）年は１６

ポイントと更に広がりました。また、「どちらでもない」と回答した市民の割合は、平成２８（２０１６）年の４

２．６％から平成３０（２０１８）年の４０．９％と１．７ポイント下降しました。 

このように子育てしやすいまちになっていると思う市民の割合が上昇していますが、この要因の一つと

して、子供と一緒に自由に利用でき、安心して遊べる子育て支援センターの充実が考えられます。平成

２７（２０１５）年６月には、座間駅前に「第３子育て支援センター」が開設され、平成３１（２０１９）年４月に

は小田急相模原駅前の市街地再開発事業により新たな子育て支援センターが開設される予定です。 

ＫＰＩ

まちづくりのための市民アンケート調査結果 

現 状 
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また、平成２７（２０１５）年に「子ども・子育て支援法」に基づく「子ども・子育て支援新制度」が新たに

施行されたことに伴い、総合的な少子化対策を推進することを喫緊の課題として捉え、総合計画の中間

見直しを行うとともに新たに「子ども未来部」を創設し、市を挙げて子育て対策に取り組む対応が広報紙

等を通して認知され評価されたものとも考えられます。 

なお、２０１８（平成３０）年８月には、妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を目的として、ネウボ

ラざまりん（子育て世代包括支援センター）を開所しました。同センターでは、保健師などが「母子保健コ

ーディネーター」「子育てパートナー」として、様々な担当に分かれていた出産や育児に関する情報提

供や相談対応などを総合窓口として受け付けています。 

今後、結婚、妊娠・出産、子育て、教育、仕事といった各段階に応じた対策を更に推進し、目標の達

成を目指します。 
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３－③ 駅周辺地区（小田急相模原駅、相武台前駅、座間駅、さがみ野駅）の 

人口 

 

 

目標値 基準数値 現状値 所管課 

５１，０００人 ５０，８２５人 ５１，８９３人 

都市計画課 
Ｈ３１（２０１９）年 

Ｈ２６（２０１４）年

５月 

Ｈ３０（２０１８）年

１１月 

 

設定根拠 目標値 

今後の人口減少、少子高齢化の中で、駅周辺

地区の人口維持によって市財政や経済社会に

及ぼす影響の緩和を図り、地域活力の低下を

抑制するため、ＫＰＩとして設定しました。 

駅周辺地区の子育て機能、居住機能、賑わい機

能、商業機能等の利便性を強化し定住の促進を図

ることによって、駅周辺地区の人口を平成３１（２０１

９）年までに５万１，０００人以上にすることを目標とし

ました。 

 

KPI の評価 順調です。 

 

 

 

 

 

 

 

  

駅周辺地区の該当町丁 

・小田急相模原駅周辺地区：相模が丘１～３・５丁目 

・相 武 台 前 駅 周 辺 地 区：相武台１～４丁目、緑ケ丘３～６丁目 

・座 間 駅 周 辺 地 区：入谷４・５丁目 

・さ が み 野 駅 周 辺 地 区：さがみ野１～３丁目、東原３～５丁目 

ＫＰＩ  
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表－１４：駅周辺地区人口の基準数値と直近値（国勢調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－４６：駅周辺地区人口の推移（国勢調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現 状 

資料：企画政策課作成 

資料：企画政策課作成 
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小田急相模原駅周辺地区 

相武台前駅周辺地区 

座間駅周辺地区 
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このＫＰＩ、「駅周辺地区（小田急相模原駅、相武台前駅、座間駅、さがみ野駅）の人口」は、当該基

本目標の基本施策「⑵駅を核とするまちなか子育ての充実」の方向性としての「「駅近」子育て支援の

充実」及び「「駅近」住み替え支援の充実」の進捗状況を点検する指標として設定しています。また、基

本目標１の基本施策「⑴駅を中心とするネットワーク型のコンパクトなまちづくりの推進」の方向性「駅周

辺の機能強化」にも密接に関連しています。 

５６ページの表－１４は、駅周辺地区の町丁別人口及びグロス密度を、基準値とした平成２６（２０１

４）年５月１日現在と直近の平成３０（２０１８）年１１月１日現在を比較した表ですが、目標としている人口

５万１，０００人を超過しています。 

地区別には、小田急相模原駅周辺地区の人口は２５９人、相武台前駅周辺地区は８７５人、座間駅

周辺地区は３０７人増加していますが、さがみ野駅周辺地区は３７３人減少し、駅周辺地区以外の人口

は４３１人減少しています。 

さがみの駅周辺地区は、駅周辺４地区の中で唯一人口が減少した地区ですが、この地区の東原５

丁目の人口が２５７人と大きく減少しています。これは、昭和６２（１９８７）～６３（１９８８）年にかけて６００

戸弱の共同住宅が建設され、２，０００人余りの人口が増加しましたが、年を経て共同住宅居住者の第

二世代（子供の世代）の結婚や就職、施設の老朽化などでの転出等による人口減が主な要因だと推

測されます。 

現在、相模が丘１丁目では、平成３０（２０１８）年度までに事業完了予定の組合施行での再開発事

業が実施されており、地域商業の活性化、都市型住宅の供給及び歩道状空地の整備を進め、地域拠

点の形成を図っています。この再開発事業で市民交流施設、保育所及び子育て支援施設が新設され

ます。 

相武台前駅周辺地区は、駅周辺４地区の中で最も人口が増加しました。南口を中心として、道路拡

幅、歩道整備を実施し、駅周辺の機能強化を更に進めています。 

座間駅周辺地区は、昭和４０年代に建設され、老朽化した小田急電鉄株式会社の社宅が４棟ありま

したが、平成２７（２０１５）年６月に４棟のうち２棟を市営住宅として、残りの２棟は賃貸住宅としてリノベ

ーションされ、「ホシノタニ団地」として生まれ変わりました。子育て支援施設（第３子育て支援センター）

やカフェ、地域にも開放された貸し菜園、ドッグランが設けられ、また、様々な催し物も開催されるなど

さがみ野駅周辺地区 
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地域交流の場にもなり、老朽化した共同住宅のリノベーションや地域交流の手法等が全国で注目を集

めています。 

市では、民間事業者と連携した空き家のリフォーム支援や、定住に向けた「駅近」の住み替え支援

の拡大等、住みやすい居住環境の整備を進めています。 

さがみ野駅周辺地区は、地域住民（さがみ野やすらぎ街づくり委員会）が中心となって、桜並木を中

心としたガーデニングに取り組んでおり、その実績が評価されて平成２６（２０１４）年の第２４回全国花の

まちづくりコンクールで大賞に当たる農林水産大臣賞を受賞しています。市では今後、この桜並木を

相模が丘で整備した仲よし小道と連動して、良好な地域環境を整備し、定住人口の増加に努めていき

ます。 
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３－④ 市主催の婚活イベントへの参加者数（延べ人数） 

 

 

目標値 基準数値 現状値 所管課 

４２９人 ４５人 ３２８人 
生涯学習課 

子ども政策課 Ｈ３１（２０１９）

年度 

Ｈ２７（２０１５）

年度 

Ｈ３０（２０１８）

年度 

 

設定根拠 目標値 

若い世代の結婚、出産によって人口の自然増を

実現するためには、「出会いの場の創出」が重要

であると考え、ＫＰＩとして設定しました。 

結婚、出産による人口増加のため、市主催の婚活

イベントを平成２７（２０１５）～３１（２０１９）年度の間

に年４回開催する予定となっています。各会の参

加者数の目標値を２４人とし、年４回の合計として５

年間で述べ４２９人以上にすることを目標としました

（平成２７（２０１５）年度は４５人参加）。 

 

KPI の評価 順調です。 

 

 

 

 

グラフ－４７：日本の生涯未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＫＰＩ

出典：平成２８年版厚生労働白書 

現 状 
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グラフ－４８：日本の共働き等世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－４９：日本の年齢別未婚率の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成２８年版厚生労働白書 

2010（平成 22）年 

1950（昭和 25）年 

2010（平成 22）年 

1950（昭和 25）年 

出典：平成２５年版厚生労働白書 
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グラフ－５０：日本の年齢別未婚の理由割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成２５年版厚生労働白書 
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グラフ－５１：市婚活イベント参加者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－１５：市婚活イベント参加者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料：企画政策課作成 

（「平成２５年版厚生労働白書」抜粋） 

近年の未婚率の上昇や、異性とうまく付き合えず結婚に至らないといった若者の増加

は、結婚規範の薄まりや恋愛結婚の増加といった、いわば「結婚自由化」状況の行き詰

まりとも言える。 

こうした状況の背景には、若者の対人関係能力の低下だけではなく、自力で結婚相

手を探さなければならなくなっている、すなわち対人関係能力の必要性が増していると

いう側面があるのかもしれない。 

更に、現在の結婚生活は、夫婦の働き方、子どもの数、子育ての仕方など、あまりに

多様である。こうした多様な選択肢の中から、自力で理想の結婚相手を見つけることの

難しさも一因と考えられる。 

結婚に関する社会規範が弱まる中においても、依然として若者の結婚願望は強い。

結婚の実現に向けて、誰かに（何かに）背中を押してほしい、という若者の潜在的な期

待が婚活イベントなどの広がりの背景にあるのではないか。 

資料：企画政策課作成 
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表－１６：座間市公民館婚活講座（生涯学習課主管）開催経過 

第１回（平成２５（２０１３）年度） 

９月１日（１８名） 

９月８日（１６名） 

９月１５日（１６名） 

９月２２日（１７名） 計６７名 

料理教室 

第２回（平成２６（２０１４）年度） 

７月６日（２１名） 

７月１３日（２０名） 

７月２０日（２３名） 

７月２７日（２３名） 計８７名 

料理教室 

バスハイク（江の島、鎌倉） 

第３回（平成２７（２０１５）年度） 

７月４日（１２名） 

７月１１日（１４名） 

７月１８日（８名） 

７月２５日（１１名） 計４５名 

料理教室 

バスハイク（宮ヶ瀬） 

第４回（平成２８（２０１６）年度） 

６月５日（２０名） 

６月１２日（２０名） 

６月１９日（１８名） 

６月２６日（１９名） 計７７名 

コミュニケーション講座 

料理教室 

バスハイク（横須賀） 

第５回（平成２９（２０１７）年度） 

７月２日（２４名） 

７月９日（２２名） 

７月１６日（２０名） 

７月２３日（２２名） 計８８名 

コミュニケーション講座 

料理教室 

バスハイク（柿田川公園～三島～

源兵衛川） 

第６回（平成３０（２０１８）年度） 

７月１日（２３名） 

７月８日（１８名） 

７月１５日（２３名） 

７月２２日（１８名） 計８２名 

婚学 

バスハイク（東京ディズニーシー） 

料理教室 

 

 

表－１７：平成３０(２０１８)年度婚活予備校、ざま・あやせ婚（子ども政策課主管）開催経過 

 

 

 

 

 

 

 

６０、６１ページのグラフ－４７・４８は、平成２８年版厚生労働白書からの抜粋です。グラフ－４７は、男

女別の生涯未婚率（５０歳の時点で一度も結婚したことがない人の割合）の推移と将来推計を示していま

す。平成２２（２０１０）年は男性２０．１％、女性１０．６％だった生涯未婚率は、平成４７（２０３５）年には男

性２９．０％、女性１９．２％まで上昇すると見込まれています。 

グラフ－４８の共働き等世帯数の推移を見ると、共働き世帯と専業主婦世帯（男性雇用者と無業の妻

からなる世帯）の数は、平成９（１９９７）年には既に前者の数が後者の数を上回っている状況にあります。 
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その後、その差はますます広がり、平成２７（２０１５）年には４２７万世帯の差になりました。 

６１、６２ページのグラフ－４９・５０は、平成２５年版厚生労働白書からの抜粋です。グラフ－４９は、年

齢別の未婚率の変化の推移を示しています。昭和２５（１９５０）年と平成２２（２０１０）年を比較すると、男

女ともにどの年代においても未婚率は上昇しています。特に、２５歳の女性は、昭和２５（１９５０）年は４１．

０％だった未婚率が、平成２２（２０１０）年には７４．６％と大幅に上昇しています。 

グラフ－５０は、年齢別の未婚の理由割合を示しています。１８～２４歳では「まだ若すぎる」、「まだ必

要性を感じない」という時期的な理由の割合が大きくなっていますが、２５～３９歳では「適当な相手にめ

ぐり会わない」ことが独身にとどまっている一番の理由となっています。 

また、厚生労働白書においては、「結婚に関する社会規範が弱まる中においても、依然として若者の

結婚願望は強い。結婚の実現に向けて、誰かに（何かに）背中を押してほしい、という若者の潜在的な期

待が婚活イベントなどの広がりの背景にあるのではないか」と分析しています（平成２５年版厚生労働白

書抜粋参照）。 

これは、全国の婚姻の意識に関する調査によるものですが、このような状況や意識は本市においても

同様であると考えられます。そこで、少子化対策解消のための手段の一つとして、市主催の婚活イベント

の参加者数をＫＰＩとして設定しました。 

６３、６４ページのグラフ－５１及び表－１５～１７は、本市における婚活イベント（生涯学習課主管の座

間市公民館婚活講座、子ども政策課主管の婚活予備校、ざま・あやせ婚）の参加者数の推移及び具体

的な活動内容を示しています。 

座間市公民館婚活講座は、平成２５（２０１３）年から毎年実施しており、今年で第６回目を迎えました。

講座の内容は、料理教室やバスハイク、コミュニケーション講座などを実施しています。毎年、募集定員

に対し多くの応募がありますが、調理台の数などの制限により男女１２人ずつの２４人を上限として実施し

ています。 

平成２５（２０１３）～３０（２０１８）年までの参加者数の推移を見ると、平成２７（２０１５）年の参加者数が少

なくなっています。これは、平成２５(２０１３)、２６(２０１４)年は日曜日に開催していましたが、この年は土曜

日に開催したことで参加者数が少なくなったものと推測されます。このことから、平成２８(２０１６)年からは

開催日を日曜日に戻したところ、毎年定員に届く参加者数となっています。平成３０（２０１８）年において

も、定員を超える応募がありました。 

この講座には、出会いの場の創出のみを目的とした１回だけの開催ではなく、１か月の間で４回の講座

を連続して開催し、様々な体験を共有することでコミュニケーションを図り、受講生相互の理解が深まると

いう特徴があります。現在までに５組が成婚まで至り、そのほとんどの方が本市に居を構えています。 

平成３０（２０１８）年の参加者においても、個人的にＳＮＳでつながったなどとの報告があり、グループで

もネットワークができました。また、公民館主催の婚活講座の修了後に自主的に打上げを開催するなど

親交を深めており、成果が期待されるところです。 

平成２８（２０１６）年には、総合計画に、結婚、出産の希望や男女の働き方改革など、仕事や生活の各

段階における総合的な少子化対策を追加し、それらを実現するための組織改正により「子ども未来部」

が創設されました。この「子ども未来部」においても、平成２８（２０１６）年７～９月に、本市及び海老名市、

綾瀬市の三市共催で婚活支援セミナー（テーマ：素敵な出会い・結婚を求めるあなたへ）等を開催しまし

た。また、平成２９（２０１７）年１０月には、綾瀬市との共同で「ざま・あやせ婚」を開催し、５１人（本市分２５

人）の参加があり、当日は６組のカップルが誕生しました。 

表－１７のとおり、平成３０（２０１８）年においても１０月に婚活予備校を、１１月に「ざま・あやせ婚」を開

催しました。なお、今年度の点検・評価報告書からこの婚活予備校、ざま・あやせ婚（子ども政策課主管）

も市主催の婚活イベントであることに違いないため、ＫＰＩの値に加えることとしました。 

今後も継続して婚活イベントを開催し、出会いの場の創出に努めていきます。 
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基本目標４ Ａあんぜん・安心な地域づくりを目指して 

      ～時代に合った地域づくり・地域間の連携～ 

 

（目指す姿） 

「安全」「安心」な本市のイメージを高めるため、医療体制や危機管理体制の充実を図

り、人材という知恵と資産を守っていきます。 

 

基本目標の評価 概ね順調です。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ）の評価 

 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 今年度評価 前年度評価 

４－① 
医療サービスを必要な時に受けられるよう

になってきていると思う市民の割合 
順調です。 順調です。 

４－② 
安全、快適な道路になってきていると思う

市民の割合 
概ね順調です。 遅れています。 

４－③ 介護を必要としない高齢者の割合 やや遅れています。 やや遅れています。 

４－④ ６５歳健康寿命の延伸 やや遅れています。 遅れています。 

 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ）の評価 

 

 

４－① 医療サービスを必要な時に受けられるようになってきていると思う市民

の割合 

 

 

目標値 基準数値 現状値 所管課 

５９．０％ ５０．４％ ５９．９％ 
医療課 

Ｈ３１（２０１９）年 Ｈ２６（２０１４）年 Ｈ３０（２０１８）年 

 

設定根拠 目標値 

「安心な地域づくり」のためには、必要な時に必

要な医療サービスを受けることができる医療体制

の充実が必要であると考え、ＫＰＩとして設定しま

した。 

市民アンケート調査では「そう思う」、「どちらかと言

えばそう思う」と回答した市民の割合は５０．４％で

した。この割合を平成３１（２０１９）年までに５９．０％

まで高めることを目標としました。 

 

KPI の評価 順調です。 

  

ＫＰＩ
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医療サービスを必要な時に受けられるようになってきていると「思う」と回答した市民の割合が、平成２

８（２０１６）年の５９．８％から平成３０（２０１８）年には５９．９％に０．１％上昇し、平成３１（２０１９）年の目標

値である５９％を平成２８（２０１６）年に上回っています。 

「思わない」と回答した市民の割合は、平成２８（２０１６）年の１１．４％から平成３０（２０１８）年には９．

７％に１．７％下降しています。「思う」と回答した割合と「思わない」と回答した割合の差は、平成２８（２０

１６）年は４８．４％でしたが、平成３０（２０１８）年は５０．２％で更に広がりました。 

また、「どちらでもない」と回答した市民の割合は、平成２８（２０１６）年の２５．４％から平成３０（２０１８）

年の２７．６％と２．２％上昇しました。 

このように医療サービスを必要な時に受けられるようになってきていると思う市民の割合が上昇してい

ますが、これは、市民が長期に渡って望んでいた総合病院を、米軍基地「キャンプ座間」の一部返還地

（キャンプ座間チャペル・ヒル住宅地区の一部）に誘致し、平成２８（２０１６）年４月に「座間総合病院」の

開院に至ったことが最大の要因と考えられます。 

平成２０（２００８）年に実施した「まちづくりのための市民アンケート調査」の調査結果では、ほかの施

策を大きく引き離して医療体制の充実を５６．５％の市民が望んでいました。その後のアンケート調査に

おいても常に市が取り組む５３の施策の中で最も充実してほしい施策が、医療体制の充実となっている

ことからも、「座間総合病院」の開院が、安心して暮らせる市民生活に大きく貢献したことは論をまたない

ところです。 

また、市では一次救急体制を休日急患センターと在宅当番医制により実施し、二次救急体制を病院

群輪番制により実施していますが、近年、二次救急体制において協力医療機関の減少により、輪番制

が困難になってきていたことからも、この新病院の開設は適切な救急医療の充実につながるものと期待

されます。 

  

まちづくりのための市民アンケート調査結果 

現 状 
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４－② 安全、快適な道路になってきていると思う市民の割合 

 

 

目標値 基準数値 現状値 所管課 

３５．６％ ２８．８％ ３０．０％ 
道路課 

Ｈ３１（２０１９）年 Ｈ２６（２０１４）年 Ｈ３０（２０１８）年 

 

設定根拠 目標値 

快適な道路の整備によって、災害時の安全を確

保するとともに、高齢者や障害者が安全に安心

して利用できる道路の整備が、来る超高齢化社

会へと対応するための重要な課題であると考え、

ＫＰＩとして設定しました。 

市民アンケート調査では「思う」、「どちらかと言えば

そう思う」と回答した市民の割合は２８．８％でした。

この割合を平成３１（２０１９）年までに３５．６％まで

高めることを目標としました。 

 

KPI の評価 概ね順調です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全、快適な道路になってきていると「思う」と回答した市民の割合が、平成２８（２０１６）年の２７．４％

から平成３０（２０１８）年には３０．０％に２．６ポイント上昇し、「思わない」と回答した市民の割合は、平成

２８（２０１６）年の４１．４％から平成３０（２０１８）年には２７．１％に１４．３ポイントと大きく下降しました。「思

う」と回答した割合と「思わない」と回答した割合の差は、平成２８（２０１６）年は△１４．０％でしたが、平成

３０（２０１８）年は２．９％で、「思う」と回答した市民の割合が、「思わない」と回答した割合を上回りまし

た。 

また、「どちらでもない」と回答した市民の割合は、平成２８（２０１６）年の３０．０％から平成３０（２０１８）

年の２８．９％と１．１ポイント下降しました。 

ＫＰＩ

まちづくりのための市民アンケート調査結果 

現 状 
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快適な道路になってきていると思う市民の割合は上昇傾向で、「思わない」と回答した市民の割合が

大きく下降していることから、市民意識は目標値には達していないものの快適な道路に向かって改善が

進んでいると評価していると考えられます。 

本市では、平成２７（２０１５）～３０（２０１８）年度までの戦略プロジェクトにより、大型商業施設の開業や

周辺交通環境の変化に対応するための小松原交差点や市道３８号線の幅員拡幅等の改良工事を行

い、都市計画道路の座間南林間線については、市道１７号線から相武台・入谷バイパスまでの９２０ｍの

都市計画変更を行い、その整備に向けて努めています。 

また、県を主体とした「座間都市計画道路３・４・３号相模原二ツ塚線」については、県道５１号町田厚

木から県道５０号座間大和までの区間で平成３１年度末を完了として整備が進められています。その

他、防災対策として橋りょう及び横断歩道橋の長寿命化や安全施設の整備などに取り組んでいます。 

今後、災害時にも道路としての機能を果たすことができるよう、幹線道路や生活道路の整備や安全性

を向上させるバリアフリーを基本とし、地域のまちづくりとも連携し、また、国や県と連携しながら道路整

備を進め、目標の達成を目指します。 
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４－③ 介護を必要としない高齢者の割合 

 

 

目標値 基準数値 現状値 所管課 

８５．５％ ８５．５％ ８４．６％ 
介護保険課 

Ｈ３１（２０１９）年 Ｈ２７（２０１５）年 Ｈ３０（２０１８）年 

 

設定根拠 目標値 

今後、ますます進行していく高齢化によって、要

介護認定者数の増加など、福祉に大きな影響が

及ぼされることが予想されます。高齢者がより長

い間、自立した生活を営むことが重要な課題で

あると考え、ＫＰＩとして設定しました。 

６５歳以上の人口に対する介護を必要としない高

齢者の割合について、今後、高齢者割合の更なる

増加が見込まれる中、基準年における割合を維持

していくことを目標としました。 

 

KPI の評価 やや遅れています。 

 

 

 

 

グラフ－５２：年齢３区分別人口の推移及び将来推計（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＫＰＩ

資料：企画政策課作成 

現 状 
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表－１８：介護を必要としない高齢者の割合の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

グラフ－５３：介護を必要としない高齢者の割合の推移（近隣市比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考：平成３０（２０１８）年４月１日時点の算出例） 

第１号被保険者数３万２，５３１人に対する要支援・要介護認定者数５，００７人の割合 

⇒介護必要割合１５．４％ 

１００％－１５．４％＝介護を必要としない高齢者の割合８４．６％ 

 

 

表－１９：第１号被保険者数及び要支援・要介護者数の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：神奈川県介護保険事業状況報告、神奈川県人口統計調査 

出典：神奈川県介護保険事業状況報告 

出典：神奈川県介護保険事業状況報告 
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グラフ－５４：介護保険被保険者数の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－２０：年齢段階別要支援・要介護者数の状況（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－２１：第１号被保険者数及び要支援・要介護者数の近隣市比較（平成３０（２０１８）年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

出典：神奈川県介護保険事業状況報告 

出典：神奈川県介護保険事業状況報告、神奈川県人口統計調査 

出典：神奈川県介護保険事業状況報告、神奈川県人口統計調査 
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グラフ－５５：第１号被保険者数の推移（近隣市比較）（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－５６：要支援及び要介護認定者数の推移（近隣市比較）（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：神奈川県介護保険事業状況報告 

出典：神奈川県介護保険事業状況報告 
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表－２２：要介護認定区分別認定者数及び割合の近隣市比較（平成３０（２０１８）年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－２３：年齢区分別認定者数及び割合の近隣市比較（平成３０（２０１８）年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

７０ページのグラフ－５２で示すように少子高齢化社会が進行する中、６５歳以上の人口のうち介護を

必要としない高齢者の割合を、介護予防事業等の推進により平成２７（２０１５）年４月１日現在の８５．

５％を維持することを目標として定めていますが、７１ページの表－１８に示すように平成３０（２０１８）年は

８４．６％で、平成２９（２０１７）年と比較して０．２ポイント下がりました。 

年齢別に見ると、７２ページの表－２０に示すように、平成２７（２０１５）年と比べて７４歳以下について

は認定率（住民基本台帳人口に対する認定者の割合）が上昇しているものの、７５歳以上においては低

下している現況ですが、７４歳以下の第１号被保険者の占める割合が高いことから全体では０．２ポイント

下がった状況です。 

７１ページのグラフ－５３は、近隣市との平成２２（２０１０）年からの経年比較ですが、他市と比べて本市

は、継続して介護を必要としない高齢者の割合が低く（要支援及び要介護認定率が高く）、その差が広

がっています。 

７１ページの表－１９は、本市の総人口に対する第１号被保険者及び要支援・要介護認定者の人口

の割合の推移ですが、年々割合は高まっており、平成３０（２０１８）年は平成２２（２０１０）年と比較して第

１号被保険者は６．２７ポイント、要支援・要介護認定者は１．５４ポイント増加しています。また、第１号被

保険者に対する要支援・要介護認定者の割合も３．０５ポイント増加しています。 

７２ページのグラフ－５４は、本市の介護保険の被保険者数の推移を示していますが、第２号被保険

者数はほぼ横ばいで推移し、第１号被保険者数は右肩上がりで増加しています。 

前ページのグラフ－５５は第１号被保険者数の推移、グラフ－５６は認定者数の推移を近隣市と比較

したグラフですが、近隣市ともほぼ同様に年々増加している状況です。 

今後、グラフ－５２のように加速度的に高齢化が進むと、本市の高齢化率は平成６２（２０５０）年のピー

ク（３５．２％）まで上昇が続くと推計され、介護ケアや医療ケアの供給不足が懸念されます。 

市では、尊厳を保ちながらその人らしい生活を営むことができるよう介護予防事業を実施しています

が、効果を高めるためには、より多くの方に興味を持って参加していただくことが必要です。そのため、

出典：神奈川県介護保険事業状況報告 

出典：神奈川県介護保険事業状況報告 
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様々なアプローチをしているところですが、従前の直接的な講演や教室に加え、介護予防へとつながる

健康づくりからの啓発なども実施し、高齢者が健康で、自立した生活を営むことができるよう努め、目標

の達成を目指しています。 

また、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けること

ができるよう、厚生労働省が推進する住まい、医療、介護、予防、生活支援が一体的に提供される地域

包括ケアシステムの構築を推進します。 
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４－④ ６５歳健康寿命の延伸 

 

 

目標値 基準数値 現状値 所管課 

男性：８４．８３歳 

女性：８８．８１歳 

男性：８１．６９歳 

女性：８５．０８歳 

男性：８２．２３歳 

女性：８５．２４歳 健康づくり課 

Ｈ３１（２０１９）年 Ｈ２５（２０１３）年 Ｈ２７（２０１５）年 

 

設定根拠 目標値 

県で推進する健康寿命延伸に向けた取組の一

つである「未病センター構想」に沿い、市民が健

康で、生き生きと自立して暮らすことができる社

会の実現が重要な課題であると考え、ＫＰＩとして

設定しました。 

「自立して健康に生活することができる」年齢を表

す指標の一つである、６５歳健康寿命を、平成３１

（２０１９）年までに県内１位（平成２５（２０１３）年時

点）の数値まで延伸することを目標としました。 

 

KPI の評価 やや遅れています。 

 

 

 

 

表－２４：６５歳健康寿命の推移 

 

 

 

 

グラフ－５７：６５歳健康寿命の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＫＰＩ

現 状 

出典：神奈川県調べ 

出典：神奈川県調べ 
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表－２５：６５歳健康寿命の県内３３市町村中における順位の推移 

 

 

 

 

 

グラフ－５８：６５歳健康寿命の県内３３市町村中における順位の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－２６：男性の６５歳健康寿命の推移（県・近隣市比較） 

 

 

 

 

 

 

グラフ－５９：男性の６５歳健康寿命の推移（県・近隣市比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：神奈川県調べ 

出典：神奈川県調べ 

出典：神奈川県調べ 

出典：神奈川県調べ 
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表－２７：女性の６５歳健康寿命の推移（県・近隣市比較） 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－６０：女性の６５歳健康寿命の推移（県・近隣市比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－２８：年齢３区分別人口構成比（県・近隣市比較）（平成２８(２０１６)年１月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－２９：要介護２～５認定者数の推移（近隣市比較） 

 

 

 

 

 

 

 

出典：神奈川県調べ 

出典：神奈川県調べ 

（人）

2008
（平成20）年

2009
(平成21)年

2010
(平成22)年

2011
(平成23)年

2012
(平成24)年

2013
(平成25)年

2014
(平成26)年

2015
(平成27)年

2016
(平成28)年

座間市 1,576 1,724 2,028 1,977 2,095 2,092 2,258 2,403 2,557

海老名市 1,437 1,493 1,592 1,663 1,664 1,640 1,737 1,811 1,889

綾瀬市 1,016 1,041 1,160 1,180 1,253 1,333 1,436 1,525 1,639

出典：厚生労働省、介護保険事業状況報告 

出典：神奈川県年齢別人口統計調査 

（％）

年少人口
（0～14歳）

生産年齢人口
（15～64歳）

老年人口
（65歳以上）

神奈川県 12.6 63.4 24.0

座間市 12.1 64.0 23.9

海老名市 13.7 62.8 23.5

綾瀬市 14.0 60.1 25.9
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グラフ－６１：要介護２～５認定者数の推移（近隣市比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－３０：年齢別人口・死亡者数・要介護者数の推移（近隣市比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－３１：６５歳以上人口に対する死亡者数・要介護者数割合の推移（近隣市比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省介護保険事業報告、神奈川県年齢別人口統計調査、神奈川県衛生統計年報 

出典：厚生労働省、介護保険事業状況報告 

人口 死亡者数
要介護
2～5

人口 死亡者数
要介護
2～5

人口 死亡者数
要介護
2～5

0～64 105,450 149 ― 100,981 126 ― 96,950 166 ―

65～ 20,566 585 1,576 27,849 737 2,258 30,401 857 2,557

0～64 104,703 165 ― 100,172 148 ― 99,308 127 ―

65～ 22,487 643 1,437 28,698 932 1,737 30,449 844 1,889

0～64 67,056 126 ― 63,801 109 ― 62,265 96 ―
65～ 14,782 447 1,016 19,999 565 1,436 21,773 610 1,639

綾瀬市

年齢
区分

2008(平成20)年 2014(平成26)年 2016(平成28)年

座間市

海老名市

出典：厚生労働省介護保険事業報告、神奈川県年齢別人口統計調査、神奈川県衛生統計年報 

座間市 30,401 2,557 8.4 857 2.8

海老名市 30,449 1,889 6.2 844 2.8

綾瀬市 21,773 1,639 7.5 610 2.8

2016(平成28)年

65歳以上
人口

要介護
2～5

65歳以上
人口に

対する割合
死亡者数

65歳以上
人口に

対する割合

座間市 20,566 1,576 7.7 585 2.8 27,849 2,258 8.1 737 2.6

海老名市 22,487 1,437 6.4 643 2.9 28,698 1,737 6.1 932 3.2

綾瀬市 14,782 1,016 6.9 447 3.0 19,999 1,436 7.2 565 2.8

死亡者数
65歳以上
人口に

対する割合

要介護
2～5

65歳以上
人口

65歳以上
人口に

対する割合

2008(平成20)年 2014(平成26)年

65歳以上
人口

要介護
2～5

65歳以上
人口に

対する割合
死亡者数

65歳以上
人口に

対する割合
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表－３２：６５歳以上（５歳段階別）人口に対する死亡数・死亡割合（近隣市比較） 

（平成２８（２０１６）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「６５歳健康寿命」とは、県が算出している６５歳からの平均自立期間（日常生活が要介護でなく、 

自律して暮らせる期間）に６５歳を加えた年齢です。ＫＰＩの目標は、基準年である平成２５（２０１３）年に

おいて、県内の市町村で平均自立期間が最長である都市の数値を設定しています。 

７６ページの表－２４及びグラフ－５７は、本市の６５歳健康寿命の推移を示しています。平成２５（２０

１３）年以降は微増傾向となっています。 

７７ページの表－２５及びグラフ－５８は、県内における本市の順位を示しています。平成２０（２００８）

年は、男性が１０位、女性が１６位でしたが、平成２５（２０１３）年には、男性が３０位、女性が２６位とどち

らも大きく順位を下げており、近年は微増傾向にあるものの、順位の回復には至っていません。また、 

７７ページからの表－２６・２７及びグラフ－５９・６０より、本市の６５歳健康寿命は、近隣市と比較しても

高いとは言えないことが分かります。 

６５歳からの平均自立期間は、６５歳以上の人口、性別、年齢階級別の死亡率と要介護２～５号の

認定割合により算出されますので、それぞれの関連性を近隣市等と比較してみることで、その要因が

分かります。 

７８ページの表－２８は、年齢（３区分）別人口構成比ですが、本市の１５歳未満の年少人口は県内

平均とほぼ同様で、近隣市より低く、１５～６４歳の生産年齢人口は県平均及び近隣市より高く、６５歳

以上の老年人口は県平均とほぼ同様で、綾瀬市より低く、海老名市より高いという状況です。概して、

本市は県平均とほぼ同様であることが分かります。 

７８ページの表－２９及び前ページのグラフ－６１は、要介護２～５認定者数の推移を近隣市と比較

したものですが、本市及び近隣市ともに上昇傾向にあり、その中でも本市の上昇率が高くなっていま

す。前ページの表－３１では、６５歳以上人口に対する死亡者数・要介護者数割合の推移及び近隣市

との比較を示していますが、本市の認定者数の割合が高いことが分かります。 

表－３２は、平成２８（２０１６）年における６５歳以上人口に対する死亡数・死亡割合及び近隣市との

比較を５歳段階別に示しています。６５歳以上人口に対する死亡数の割合は、本市が２．８２％、海老

名市が２．７７％、綾瀬市が２．８０％と大きな違いはありません。 

以上から、６５歳以上人口に対する要介護２～５認定割合が高いことが、本市の６５歳からの平均自

立期間が短くなっている主な要因であると考えられます。 

要介護認定者数の割合が高いことについては、様々な要因が推測されるものの、明確になっていま

せんが、市民一人一人が健康であればおのずとその数値は下がり、６５歳健康寿命も延伸することは

間違いありません。 

本市は、生活習慣病予防に対する取組として、特定健診、がん検診を始め、住民が主体的に健康

増進を図ることを目的とした特定保健指導や健康教育など、様々な施策を展開しながら、疾病の早期

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女

人口 9,705 4,684 5,021 7,834 3,628 4,206 6,180 2,930 3,250 3,791 1,681 2,110 1,827 648 1,179 1,064 240 824

死亡数 90 58 32 113 85 28 140 102 38 151 84 67 164 90 74 199 62 137

割合 0.9 1.2 0.6 1.4 2.3 0.7 2.3 3.5 1.2 4.0 5.0 3.2 9.0 13.9 6.3 18.7 25.8 16.6

人口 9,854 4,747 5,107 7,952 3,832 4,120 5,976 2,937 3,039 3,674 1,629 2,045 1,927 685 1,242 1,066 244 822

死亡数 75 49 26 94 73 21 125 83 42 184 108 76 170 71 99 196 67 129

割合 0.8 1.0 0.5 1.2 1.9 0.5 2.1 2.8 1.4 5.0 6.6 3.7 8.8 10.4 8.0 18.4 27.5 15.7

人口 6,907 3,212 3,695 6,130 2,922 3,208 4,414 2,244 2,170 2,491 1,138 1,353 1,177 394 783 654 151 503

死亡数 67 45 22 85 55 30 102 70 32 124 77 47 105 51 54 127 30 97

割合 1.0 1.4 0.6 1.4 1.9 0.9 2.3 3.1 1.5 5.0 6.8 3.5 8.9 12.9 6.9 19.4 19.9 19.3

綾瀬市

座間市

海老名市

区分
65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上

出典：神奈川県年齢別人口統計調査、神奈川県衛生統計年報 
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予防、発見、治療を啓発していますが、本市の特定健診やがん検診の受診率が県平均よりも低い状

況が続いているのが現状です。そこで、従来は別々に発送していた後期高齢者健診とがん検診の個

人通知を同封して発送すること、更に大腸がん検診の受診率の向上と受診機会の拡大を図る目的

で、従来の集団検診のほかに協力医療機関での施設検診を開始しました。 

今後も、受診率の更なる向上のための周知、啓発を計画的に図ります。なお、未病センターについ

ては、特定保健指導や健康教育、健康相談等の参加者に周知、利用を促し、事業内においても活用

しています。 

引き続き、市民一人一人が健康増進に対する関心が高まるような取組を通して、６５歳健康寿命の

延伸を目指していきます。 
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５ 外部有識者からの意見 

 

⑴座間市総合戦略推進懇話会 

総合戦略の点検・評価に際し、産官学金労といった多様な主体から意見を聴取すること

を目的として外部有識者で構成される「座間市総合戦略推進懇話会」を平成３１年２月６

日（水）に開催し、御意見を頂きました。 

 

⑵委員名簿（敬称略） 

氏 名 備 考 ※（ ）内は主な職名 

委 員 長 長本 享一 関係団体代表（座間市商工会長） 

副委員長 村山 史世 学識経験者（麻布大学生命・環境科学部講師） 

 黒部 邦雄 関係団体代表（座間市社会福祉協議会常務理事） 

 佐藤 英治 労働団体代表（神奈川県中央地域連合事務局長） 

 高橋  研 金融機関代表（横浜銀行座間支店長） 

 船本 和則 関係行政機関職員（県央地域県政総合センター所長） 

 

⑶主な意見 

○座間市の住工混在地域の不動産価格が上昇し、企業が進出しづらくなり、既存の企業の設備投

資に対する意欲も減っている、旧座間市街では事業承継が進んでいないと感じる。 

企業の投資に対するニーズは高い中で、企業が使いやすい補助などを検討してはどうか。 

 

○事業承継について、もっと敷居を低くして開催しても良いのではないか。事業承継の半分は親子

間によるものと聞いているが、相互理解が重要であり、早い段階から取り組むことが重要である。

県でも国と連携したコーディネート機能があるので、活用してもらえればと思う。 

基本目標３について、３－②は既に目標を達成しているとのことだが、より多くの市民の方にそう

思ってもらうことが重要なので、更に上を目指して取り組んでもらいたい。 

 

○ＳＤＧｓについて、市の総合計画等に無理やり織り込む必要はないが、施策を推進する中で取り

込んでいけば良いと思う。 

青少年の社会参加については青少年課が、高齢者の生きがいについては福祉長寿課が所管し

ているが、これらを企画担当でつなぎ、新たな取組を検討することなどはできないか。 

郷土愛の醸成について、意識を変えて市に来てもらうことも施策の一つだが、座間市が好きという

わけではなく住み始めた人に、市に愛着を持ってもらうというシティプロモーションも施策を展開す

る上で一つの手法ではないか。 

事業承継について、これまで続けてきた技術、信用、顧客等の資産を引き継いでそのままやって

もらうのか、これからの時代に対応したやり方に変えていくのか、それらを一緒に考えるセミナーも

良いのではないか。 

ボランティアや事業を考える上で、それらを検討する拠点、プラットフォームのようなものを作ること

が必要かもしれない。 

 


